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　県が，インターネットもしくは環境白書を通じて公表

している環境関連のデータは，大気，水質，特殊公害の

測定結果などについて表を使用したものが多く，地理的

な位置や経年変化などを視覚的にわかりやすく表現した

ものがあまりなかった。

　そこで，昨年度導入したGISソフトウェアであるArc　

Viewを用い地図を表示，大気及び水質係る汚染質の経

年変化をホームページに掲載することにより，環境情報

の提供を試みた。

　地図情報：大気及び水質ごとに宮城県の地図上に測定

地点を表示したものを作成し，さらに，保健福祉事務所

を１つの単位として拡大表示した地図をポップアップに

より表示できるようにした。

　汚染質：Excelを用いて２５年間の経年変化を折れ線グ

ラフで表示したものを各保健福祉事務所単位の地図画面

からポップアップにより表示できるようにした。
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An Offering of Environmental Information Using a Geographic Information System

吉田　徳行　　白取　博志　　小室　健一　
渡辺　丈夫　　　　　　　　　　　　　　　

Noriyuki YOSHIDA，Hiroshi SHIRATORI
Ken－ichi KOMURO，Takeo WATANABE　
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　情報通信技術は社会に大きな変革をもたらしその活用

方法によって組織の業績が大きく左右されている。ネッ

トワークの活用により情報の収集・発信と事務改善を図

るためOSにLinuxを使用しネットワーク環境を構築した。
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　保健環境センターは，県民の健康の維持・増進および

良質な環境を確保するために地域における情報の収集，

解析，提供が求められている。そこで今回我々は情報の

収集・発信と事務改善を図るため，フリーかつオープン

なOSであるLinuxを用いてネットワークを低予算で構築

したので，その概要について報告する。
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　ネットワークサーバーとして，ホームページ公開用の

サーバーとイントラネット用サーバーの２台のサーバー

を設置した。これらのサーバーと各部のパソコンの接続

には，１０/１００BaseTカ テゴリ５UTPの ケーブルとス

ウィッチングHUBを用いた。サーバーのOSにはLinuxを

用い，DNS（Domain Name System）サーバー（BIND），

Webサーバー（apache），Mailサーバー（qmail），FTP

（File Transfer Protocol）サーバー，Telnetサーバー機能

を導入した。ホームページ公開用のサーバーは，ルータ

の変わりにネットワークカードを２枚挿しにしiptables

を用いマスカレードの機能を持たせた。Perl，PHPおよ
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びPostgreSQLを用いて応答型のホームページおよびイン

トラネットのグループウェア環境を構築した。
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・フレッツADSL（固定IP）を用いてインターネットと

常時接続するためにLinuxサーバーにPPPOE（Point to 

Point Protocol over Ethernet）クライアントソフトウェ

アを導入し，低額かつ快適なインターネット利用環境

を構築した。所内の各端末がインターネット接続可能

であり各部が各種の情報収集を行っている。

・電子メールについては，サブドメイン（ihe.pref.miyagi.jp）

を取得しメールサーバーを立ち上げることにより全職

員のメールアカウントを作成した。またSPAMに対す

るセキュリティーを確保した状態で特定のユーザに対

してメールのリレーを実現するためPOP before SMTP 

with qmailを導入した。

・cgi（Common Gateway Interface）環境を構築し，リレー

ショナル・データベースにはオープンソースソフト

ウェアのPostgreSQLを用い，データベースとウェブ

サーバを連携させたアプリケーションを作成し動的な

ホームページを作成した。（図１－図４）
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・全職員が書き込み・閲覧できる所内グループウェア

comboard（掲示板，行事予定，会議室予約，学会開催

情報，Webメーラー等）を職員がperlを用いて作成し，

所内での情報の共有化と効率化を図った。（図５）

・保健環境センターの各種事業データや検査データおよ

び図書データ等をブラウザで自由に閲覧できるよう，

PHPを用いてシステムを構築した。（図６－図８）
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・データの定期的なバックアップや不正アクセスの

チェックなどサーバーのメンテナンスは職員が行って

いる。ウィルスによる被害の拡大を最小限に抑えるよ

う各端末にはアンチ・ウィルスソフトを導入している。
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行事予定

掲示板

県庁掲示板

会議室予約

学会情報

ユーザー設定

データベース

定型文書

Wedメーラ
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　今回使用した主なソフトウェアを表１に示す。Linux

サーバーの導入により，インターネット，イントラネッ

トの環境が安価に構築でき保健環境センターの情報環境

の基盤整備に大きく貢献できたと確信している。近年の

ウィルス問題でも，メーラーがMicrosoft社のものでなく，

独自のWebメーラーを使用している事，サーバーが

Linuxである事により，所内での被害は最小のものと

なっている。最近はウィルスの被害が拡大しており，シ

ステム全体の保守の面からもサーバーサイドのアンチ・

ウィルスソフトの導入が必要と思わる。今後オープン

ソースソフトGISであるGRASSや全文検索エンジン

Namazu等を利用することにより，より安価に県民にわ

かり易い情報を発信できる可能性が示唆された。
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参　考　URL名　　前種　類

http://www.linux.or.jp/LinuxOS

http://www.isc.org/products/BIND/BINDDNSサーバー

http://www.apache.jp/apacheWedサーバー

http://cr.yp.to/qmail.htmlqmailmailサーバー

http://proftpd.linux.co.uk/proftpdFTP

http://www.roaringpenguin.com/pppoe/PPPoEPPPoE

http://www.linux.or.jp/JF/JFdocs/iptables-1pt-memo/index.htmliptablesiptables

http://www.postgresql.jp/PostgreSQLデータベース

http://www.namazu.org/Namazu全文検索

http://www.linux.or.jp/JF/JFdocs/GIS-GRASS.htmlGRASSGIS



－131－宮城県保健環境センター年報　第２０号　２００２

��� � � �

　宮城県における新生児マス・スクリーニング事業は，

「先天性代謝異常症検査等実施要綱」に基づき，１９７８年

より県内（１９８９年より仙台市除く）で出生した新生児の

うち保護者が検査を希望する者を対象に開始した。開始

当時の対象疾患はフェニルケトン尿症，ホモシスチン尿

症，メイプルシロップ尿症，ヒスチジン血症，ガラク

トース血症の５疾患であったが，１９９２年９月にヒスチジ

ン血症が除外された。しかし１９７９年１０月から先天性甲状

腺機能低下症（クレチン症）が，１９８９年１月から先天性

副腎過形成症検査が追加され，現在は表１に示した代謝

異常症４疾患，内分泌疾患２疾患の計６疾患について検

査を実施している。

　２００１年度は１１，０４３名について検査を実施したので報告

する。
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　検査事業システムを図１に示す。

　先天性代謝異常症検査及び先天性甲状腺機能低下症検

査は，宮城県公衆衛生協会に委託した。先天性副腎過形

成症検査及び検査受付台帳の作成，検査結果の発送，再

採血依頼や要精密検査児発生の場合の関係機関との連絡

は保健環境センターで行った。更に抗生物質を使用して

いるためにBIA法での検査が不能な検体等については，

アミノ酸分析計を用い検査を行った。
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Neonatal Mass－Screening in Miyagi Prefecture

菊地　奈穂子　　氏家　恭子※１　畠山　敬
白石　廣行※２　　　　　　　　　　　　　

Naoko KIKUCHI， Kyoko UJIIE，Takashi HATAKEYAMA
Hiroyuki SHIRAISHI　               　　　　　　　　　　　

＊１ 現 がんセンター　＊２ 現 （財）宮城県公衆衛生協会
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　医療機関より郵送された検体（日齢４～６日の新生児

のかかとを穿刺して得られた血液をしみ込ませ，乾燥さ

せたろ紙）を３㎜ ディスクに打ち抜き，各対象疾患の

検査に用いた。
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　対象となる６疾患の測定物質，検査法等について表１

に示す。
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　表１に示したカットオフ値（異常高値）を基準として

再採血を依頼し，再採血の結果カットオフ値を越えた検

体については，東北大学医学部小児科に精密検査を依頼

した。また，初回受付検査で初回精密検査値を越えた場

合については，再採血依頼をせず直接精密検査を依頼し

た。
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　各対象疾患について総検査件数，再採血依頼数，要精

密検査数とその内訳について，表２に示した。

昨年度に比べ，総検査件数は若干増加した。再採血依頼

数は先天性副腎過形成症で増加したが，その他の疾患に

ついては同程度であった。
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　不備検体の内訳を表３に示す。

　不備検体の総数は２９件で，昨年度（２１件）とほぼ同様

であった。約半数が血液量不足による不備であった。現

在不備検体の減少を目的として，正しい採血方法につい

てのお知らせを作成し，再採血依頼時に送付する等の改

善を行っている。
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　２００１年度に発見した先天性甲状腺機能低下症患児の症

例を表４に示す。発見した６名の患児のうち３名は初回

受付検査で精密検査を依頼した。６名とも，現在東北大

学医学部小児科にて治療中である。また先天性甲状腺機

能低下症の疑いで３名，先天性副腎過形成症の疑いで４

名が経過観察中である。
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初回精密検査値カットオフ値検査法測定項目（測定物質）疾　　患　　名

≧１０mg/dl≧４mg/dlBIA法フェニルアラニンフェニルケトン尿症先
天
性
代
謝
異
常
症

≧６mg/dl≧４mg/dlBIA法ロイシンメイプルシロップ尿症

≧４mg/dl≧１．５mg/dlBIA法メチオニンホモシスチン尿症

≧２０mg/dl≧８mg/dlペイゲン法ガラクトース
ガラクトース血症

蛍光なし蛍光なしボイトラー法Gal－１－P　ウリジルトランスフェラーゼ

≧３０．００μU/ml≧１０．００μU/mlELISA法甲状腺刺激ホルモン先天性甲状腺機能低下症内
分
泌
疾
患

≧２０ng/ml
（抽出法）

≧６．０ng/ml
（抽出法）ELISA法１７α－ヒドロキシプロゲステロン先天性副腎過形成症
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精密検査結果の内訳要精密
検査数

再採血
依頼数

総検査
件　数検査対象疾患

異常なし要経過観察要治療

００００２１１，０４５フェニルケトン尿症

００００１０１１，０５３ホモシスチン尿症

１００１７１１，０５０メイプルシロップ尿症

２００２２１１１，０６４ガラクトース血症

１５３６２４２５７１１，３０１先天性甲状腺機能低下症

１７４０２１１０７１１，１５０先天性副腎過形成症

３５７６４８４０４６６，６６３合　　計

７１５８３０３３６６５，６５８２０００年度

　＊総検査件数＝初回検査件数＋再検査件数

件　　　　　数
不　備　理　由

２００１年度２０００年度
　７１４血液量不足
　２　４生後４日以前の採血
１２１１採血後１０日以上経過
　０　０ろ紙の汚染等
２１２９合　　　　　計
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マス・スクリーニング結果（μU／ml）
生年月日性別№

再 検 査初回検査測定項目

１７．６１５．０TSH２００１／６／１４男１

１１．９１６．０TSH２００１／１１／２１男２

－５０．９TSH２００１／１１／２６女３

１５．３１９．６TSH２００１／１２／１２男４

－８０．０TSH２００２／１／９男５

－８０．０TSH２００２／１／１９女６

　TSH：甲状腺刺激ホルモン

BIA法：細菌生長阻止法　　ELISA法：酵素免疫抗体法
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　小児がんの一種である神経芽細胞腫は，神経冠細胞由

来の細胞から発生するため，カテコールアミンを産生・

分泌する。そのため腫瘍が存在するとカテコールアミン

の代謝産物であるバニルマンデル酸（VMA），ホモバニ

リン酸（HVA）が尿中に大量排泄される場合が多いこ

とから，それらを指標とする神経芽細胞腫マス・スク

リーニングが可能である。

　宮城県においては「宮城県神経芽細胞腫検査事業実施

要綱」に基づき，１９８５年１０月より６か月児を対象とした

マス・スクリーニングを開始した。

　２００１年度は１０，０２３件（一次検査９，６７４件　二次検査３４９

件）の検査を実施し，患児２名を発見したので報告する。
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　神経芽細胞腫検査事業システムを図１に示す。

　市町村における３～４か月健康診査時に６か月児神経

芽細胞腫マス・スクリーニングについて説明し，採尿

セット（ろ紙，封筒，説明書）を配布した。
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　保護者より郵送された検体（東洋ろ紙No.３２７に受検者

尿を滴下し，乾燥させたもの）を９㎜ ディスクに打ち

抜き，蒸留水６００μｌで室温３０分間振とう抽出し試料と

した。これを高速液体クロマトグラフ（HPLC）を用い

てVMA，HVA，クレアチニンの同時分析法で測定した。

������ � � �

　VMA・HVA分析計：東ソー製　HLC－７２６VMAⅡ

　HPLC：島津製　LC－１０AD　VP

　UV検出器：島津製　SPD－１０A　VP

　電気化学検出器：esa製　coulochemⅡ

　カラム：島津製　shim－pack　NB－VMA

　移動相：島津製　神経芽細胞腫マス・スクリーニング

　　　　　　　　　システム用移動相

　流速：０．８�／min

　カラム温度：５０℃
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Neuroblastoma Mass-Screening for ６-months-old Infants in Miyagi Prefecture

菊地　奈穂子　　氏家　恭子＊１　白石　廣行＊２

Naoko KIKUCHI，Kyoko UJIIE，Hiroyuki SHIRAISHI
　　　　　　　

＊１　現　がんセンター

＊２　現　�宮城県公衆衛生協会
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　VMA，HVAの値は尿中のクレアチニンあたりの値に

換算し，平均値＋２．５SD以上をカットオフ値（異常高

値）として判断した。
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　一次検査結果を表１に示す。

　県内の平均受検率は８２．３％と昨年度（８１．３％）とほぼ

同様であったが，保健福祉事務所ごとに比較すると，若

干の差が見られた。疑陽性率についても３．３％と昨年度

（３．９％）とほぼ同様であった。
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　不備理由内訳を表２に示す。

　日数経過不備（採尿日から受付日まで１０日以上経過し

たもの）の占める割合が高かった。

　内訳の「その他」の９件は，全て採尿月日不明による

不備であり，さらに問い合わせの内容もほとんどが採尿

月日の記入漏れであった。現在，記入漏れによる問い合

わせ数，不備検体数を減らすため，配布する封筒の採尿

月日記入欄を赤枠で囲み明確にするなどの改善を行って

いる。
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　二次検査結果を表３に示す。

　受付数は昨年度よりやや減少した。二次検査における

再採尿については，VMA，HVA測定値が疾病以外の要

因によって高くなることを除くために，保護者に対し，

食事の影響（HVAは特定の食物を摂取する事により一

過性に高値となりやすい）や体調等を考慮した適切な採

尿法を各保健福祉事務所を通じ指導している。しかし今

年度は二次検査において一次検査結果よりもさらに高値

を示す検体が多く，再々検依頼数は昨年度より若干増加

する結果となった。

　また，２００１年度は１４名の精密検査を東北大学加齢医学

研究所に依頼し，そのうち２名が患児という結果であっ

た。
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　受付数－不備数＝検査件数＝陰性数＋再々検依頼数＋精密検査数

　※１　再々検依頼数（％）：再々検依頼数／検査件数
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�患児の症例を表４に示す。

　症例１は一次検査受検時からVMA・HVAともに高値

を示していた。症例２は，VMA・HVAともに二次検査

の結果が一次検査よりも大きく上昇していた。どちらも

病期Ⅰで発見されている。

精　密
検査数
（患児数）

再々検
依頼数
（％）※１

陰性数
検査
件数

不備数受付数年度

９（３）５６（１３．６）３４８４１３２４１５１９９７

１３（１）６７（１６．５）３２６４０６２４０８１９９８

１０（１）４７（　９．３）４４６５０３０５０３１９９９

９（４）１４（　３．４）３８６４０９０４０９２０００

１４（２）２８（　８．０）３０７３４９４３５３２００１
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　受付数－不備数＝検査件数＝陰性数＋疑陽性数

　※１　疑陽性数（％）：疑陽性数／検査件数

　※２　受検率：検査件数／届出出生数

受検率
※２

疑陽性数
（％）※１

陰性数
検 査
件 数

不備数受付数
保健福祉
事 務 所
（支所）

８４．５４１（２．９）１，３５３１，３９４１３ １，４０７仙 南

８６．０４８（３．７）１，２５６１，３０４１８１，３２２岩 沼

８４．７２４（４．１）５６５５８９９５９８黒 川

８１．５４９（３．５）１，３６７ １，４１６３４１，４５０塩 釜

８３．２５７（３．５）１，５７３１，６３０２７１，６５７大 崎

８３．７１１（２．１）５０４５１５５５２０栗 原

８０．２１９（３．３）５６３５８２９５９１登 米

７６．９５８（３．７）１，５２３１，５８１３５１，６１６石 巻

８２．６１６（２．４）６４７６６３９６７２気 仙 沼

８２．３３２３（３．３）９，３５１９，６７４１５９９，８３３合 計

８１．３３８０（３．９）９，２７０９，６５０１８９９，８３９２０００年度

問合せ数

（％）※２

不 備 数
合　 計
（％）※１

その他細菌
汚染

尿濃度
が薄い

６か月
未 満

日数
経過

保健福祉
事 務 所
（ 支 所 ）

４４（３．１）１３（０．９）１４３２３仙 南

３７（２．８）１８（１．４）２３２３８岩 沼

２２（３．７）９（１．５）０２１１５黒 川

５９（４．１）３６（２．５）０６１１３１６塩 釜

８０（４．８）２５（１．５）１８２２１２大 崎

２４（４．６）５（１．０）２０１０２栗 原

３７（６．３）９（１．５）１２００６登 米

６０（３．７）３５（２．２）２８６４１５石 巻

３１（４．６）９（１．３）０４３１１気 仙 沼

３９４（４．０）１５９（１．６）９３７２９１６６８合 計
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　※１　不備数合計（％）：不備数／受付数

　※２　問い合わせ数（％）：問い合わせ数／受付数
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　マス・スクリーニング開始時より１７年間の検査件数及

び発見患児数を表５に示す。

　開始時の１９８５年度は，一次検査がDip法によるVMAの

定性検査，二次検査はHPLCによるVMA，HVAの定量

検査であったが，１９８８年７月からは要綱の改正に伴い，

一次，二次検査ともにHPLCによるVMA，HVAの定量

検査を実施している。

　１９８５年１０月の開始より約１７年間で２３９，０２０名を検査し，

３７名の患児を発見した。HPLCによる定量検査開始から

の患児発見率は１／５，２１７人である。

２１患 児

２００１．７．１２２００１．２．１４生 年 月 日

男女性 別

６か月７か月出 生 後 月 数

HVAVMAHVAVMA
測 定 項 目

（�g/�Cre）

２７．７１８．１４３．７１９．０一次マス・
スクリーニング ４４．９２９．４４５．３１９．３二次

右後腹膜
左横隔膜直上
左傍脊椎　　

腫 瘍 発 生 部 位

��病 期

発　見　率
発　見
患児数

検査件数
（受検率）

年　　　度

１／２８，２１７人
Dip法

（定性試験）

０９，５２３（６５．５）１９８５（１０月開始）

１２０，９６１（７６．２）１９８６

０２０，９３１（７７．４）１９８７

１　５，０１９　　　（４月～６月）
１９８８

１／５，２１７人
HPLC法

（定量試験）

３１５，４３９（７９．５）（７月～３月）

２２１，０５５（８６．５）１９８９

４２０，９５４（８８．６）１９９０

５２０，６８０（９０．３）１９９１

１１１，５３８（８９．３）１９９２

２１１，１１３（９０．１）１９９３

３１０，８７９（８７．４）１９９４

０１０，９０２（８７．４）１９９５

４１０，３６５（８７．１）１９９６

３１０，５８０（８６．８）１９９７

１１０，０３１（８３．２）１９９８

１９，７２６（８１．９）１９９９

４９，６５０（８１．３）２０００

２９，６７４（８２．３）２００１

３７２３９，０２０（８３．１）合　　　計
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　宮城県では，１９８５年１０月から６か月児神経芽細胞腫マ

ス・スクリーニング（以下６MSとする）を実施し，ほ

ぼ毎年患児を発見している。しかしその間，６MS受検

時はVMA，HVAともに正常値であったにも拘わらずそ

の後に発症した児や，６MSの受検を忘れてその後に発

症し，死亡した児等が存在したことも判明した。

　このように６MSのみだけでは発見できない症例の早

期発見を目的として，１９９２年５月より県内（仙台市を除

く）の１歳６か月児を対象とした２回目のマス・スク

リーニングを開始した。２００１年度は７，５２０件（一次７，３２６

件，二次２００件）の検査を実施したので報告する。
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　市町村における１歳６か月児健康診査時に，２回目の

神経芽細胞腫マス・スクリーニングについて説明し採尿

セットを保護者に配布した。

　また，検査事業全体のシステムは，前掲の「宮城県に

おける６か月児神経芽細胞腫マス・スクリーニング」の

図１に示した。
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　受付数－不備数＝検査件数＝陰性数＋疑陽性数

　※１　疑陽性数（％）：疑陽性数／検査件数

　※２　受検率：検査件数／届出出生数
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　試料調整・測定条件・判定については，前掲の「宮城

県における６か月児神経芽細胞腫マス・スクリーニン

グ」の「３　検査方法」に示した。
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　一次検査結果を表１に示す。

　県内の平均受検率は６１．８％で昨年度と変わらなかった

が，保健福祉事務所によって若干の差が認められた。疑

陽性数の割合は３．１％で昨年度（１．７％）よりやや増加し

た。
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　不備理由内訳を表２に示す。

　採尿日から受付まで１０日以上経過した「日数経過不

備」の割合が高かった。「その他」の６件は全て採尿月

日不明による不備であった。採尿月日の記入漏れ等によ

る問い合わせの割合は昨年度（３７７件，５．０％）と同程度

であった。
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　※１　不備数合計（％）：不備数／受付数

　※２　 問い合わせ数（％）：問い合わせ数／受付数
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　二次検査結果を表３に示す。

受付数は昨年度に比べ，疑陽性数の増加に伴い若干増加

したが，再々検依頼数及び割合は昨年度と同程度となっ

＊１　現　がんセンター

＊２　現　�宮城県公衆衛生協会
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Neuroblastoma Mass-Screening for １８-months-old Infants in Miyagi Prefecture

菊地　奈穂子　　氏家　恭子＊１　白石　廣行＊２

Naoko KIKUCHI，Kyoko UJIIE，Hiroyuki SHIRAISHI

受検率
※２

疑陽性数
（％）※１

陰性数
検 査
件 数

不備数受付数
保健福祉
事　務　所
（支　所）

５９．５３２（３．３）９４８９８０１５９９５仙 南

６３．４２７（２．８）９２５９５２１５９６７岩 沼

６９．２１２（２．５）４７５４８７４４９１黒 川

５８．４２９（２．９）９８７１，０１６２３１，０３９塩 釜

６４．１４２（３．４）１，１８１１，２２３２９１，２５２大 崎

６８．５１３（３．１）４０７４２０６４２６栗 原

６０．５２０（４．１）４７２４９２４４９６登 米

５８．３４１（３．３）１，１９８１，２３９２３１，２６２石 巻

６４．４１０（１．９）５０７５１７１１５２８気 仙 沼

６１．８２２６（３．１）７，１００７，３２６１３０７，４５６合 計

６１．８１２４（１．７）７，２２３７，３４７１３７７，４８４２０００年度

問合せ数
（％）※２

不備数合計
（％）※１

その他細 菌
汚 染

尿濃度
が薄い

日 数
経 過

保健福祉
事　務　所
（支　所）

４９（４．９）１５（１．５）２６３４仙 南

３３（３．４）１５（１．６）１４２８岩 沼

３５（７．１）４（０．８）０２０２黒 川

５１（４．９）２３（２．２）０６５１２塩 釜

７０（５．６）２９（２．３）２８７１２大 崎

３０（７．０）６（１．４）０３０３栗 原

１４（２．８）４（０．８）０００４登 米

４５（３．６）２３（１．８）１６６１０石 巻

２２（４．２）１１（２．１）０３４４気 仙 沼

３４９（４．７）１３０（１．７）６３８２７５９合 計
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た。これは，二次検査における判定基準の緩和（HVA

のみ高値を示す患児は全患児の１％以下という全国調査

結果から，HVAのみカットオフ値付近の場合は陰性と

判定する等）や，保健福祉事務所が各保護者へ個別に

行った適切な採尿指導の結果と考えられる。

　２００１年度は３名の精密検査を東北大学加齢医学研究所

に依頼したが，患児は認められなかった。
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　受付数－不備数＝検査件数＝陰性数＋再々検依頼数＋精密検査数

　※１　再々検依頼数（％）：再々検依頼数／検査件数
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　マス・スクリーニング開始時より１０年間の検査件数及

び発見患児数を表４に示す。

　１９９２年５月の開始より８３，０６５名を検査し，７名の患児

を発見した。患児発見率は１／１１，８６６人であった。
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精密検査数
（患児数）

再々検依頼数
（％）※１

陰性数検査件数不備数受付数年度

２（２）２０（１２．１）１４３１６５２１６７１９９７

３（２）１３（　６．４）１８７２０３２２０５１９９８

３（０）１２（　６．０）１８５２０００２００１９９９

０（０）４（　３．０）１２８１３２０１３２２０００

３（０）７（　３．５）１９０２００１２０１２００１

発　見　率発見患児数検査件数（受検率）年　　　度

１／１１，８６６人
HPLC法

（定量試験）

０７，９１２（６７．１）１９９２（５月開始）

２９，６４４（７４．６）１９９３

０８，９７５（７２．６）１９９４

１８，６９１（６９．８）１９９５

０８，９２８（７１．６）１９９６

２８，２８３（６９．６）１９９７

２８，０８９（６６．３）１９９８

０７，８７０（６５．６）１９９９

０７，３４７（６１．８）２０００

０７，３２６（６１．８）２００１

７８３，０６５（６８．２）合　　　計
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   カルボスルファンはアセチルコリンエステラーゼ阻害

活性をもつチオカーバメート系の殺虫剤で，作物残留に

係る登録保留基準が設定されている。また，その変化生

成体としてカルボフランおよび３－OHカルボフランが

存在する。本調査は，平成１３年度厚生省委託の食品残留

農薬実態調査を受託して実施したものである。
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　 いちご，きゅうり，さつまいも，さとうきび，なす，

ねぎ，カリフラワー，キャベツ，スイカ，ピーマン，メ

ロン，玄米，大根，大根葉，白菜，馬鈴薯
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　カルボスルファン，カルボフラン，３－OH カルボフラ

ン：Dr.Ehrenstorfer
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　アセトニトリル，アセトン，n- ヘキサン，酢酸エチル：

残農分析用，関東化学�

　塩化ナトリウム，硫酸ナトリウム（無水）：残農分析用，

関東化学�

　炭酸水素ナトリウム，炭酸ナトリウム：特級，和光純

薬工業�

　硝酸銀，塩酸：特級，関東化学㈱

　Mega Bond Elut SAX/PSA：Varian
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　GC：HP６８９０，NPD検出器

　GC/MS：HP６８９０
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　基本的にはGCによる分析を行ったが，農薬標準ピーク

とマトリクス成分との分離が困難であったもの （カルボ

スルファン・カルボフラン：ねぎ，大根，大根葉，白菜，

３－OHカルボフラン：大根，白菜） については, GC/MS

で分析を行った。なお，分析条件を右上段に示す（表１）。
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　農薬登録保留基準ハンドブック等１－２）で示されている

試験法では抽出溶媒にジクロロメタンを使用しているが，

環境保全の観点から抽出溶媒には，アセトニトリルまた

は酢酸エチルを使用した。その他，従来の方法では回収

率が良くなかったため，若干の改良を加えたので留意点

を以下に示す。

����������������	����
�

�　カルボスルファンは酸性下では不安定なため，従来

の方法ではpHの調整にリン酸緩衝液を使用している

が，これではpHが中性あるいは弱アルカリ域にならな

かった。このため，炭酸水素ナトリウムおよび炭酸ナ

トリウム （硝酸銀添加時） を使用し，pH を７～８付

近に調整した。

�　チオール基を持つと思われる野菜 （ねぎ，カリフラ

ワー，キャベツ，大根，大根葉，白菜）については，
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Carbosulfan Residual Survey in Aguricultural Products

長船　達也　　氏家　愛子　　赤間　仁
大江　浩　　　　　　　　　　　　　　

Tatsuya OSAFUNE，Aiko UJIIE，Hitoshi AKAMA，
Hiroshi OOE　　　　　　　　　　　　　　　　　

キーワード：残留農薬，カルボスルファン，カルボフラン，３－OH カルボフラン

Key Words：Pesticide Residue，Carbosulfan，Carbofuran，３－Hydroxy Carbofuran

ＧＣ／ＭＳＧＣ

HP－５
０．３２�×３０ｍ，０．２５�

HP－５
０．３２�×３０ｍ，０．２５�カ　ラ　ム

６０℃（２�）→２０℃/�→１８０℃（２�）→　
４℃/�→２３０℃→１０℃/�→３００℃（１０�）

４０℃（２�）→２０℃/�→１８０℃（２�）→　
４℃/�→２４０℃→２０℃/�→３００℃（２�）昇 温 条 件

１．０�/�１．０�/�流　　　量

２��（パルスドスプリットレス）２��（パルスドスプリットレス）注　入　量

１８０℃２５０℃注入口温度

MASSNPD検　出　器

３００℃（トランスファーライン）２８０℃検出器温度
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硝酸銀を添加し，ピーク妨害物質の除去およびカルボ

スルファンの分解を防いだ。

�　硝酸銀を使用する場合は，NaClの添加を抽出後に

行った（NaCl由来のCl－との反応を防ぐため）。

　操作手順

　○いちご，きゅうり，さつまいも，さとうきび，なす，

スイカ，ピーマン，メロン，馬鈴薯

    　試料１０�＋等重量０．２M NaHCO３溶液+NaCl５�

         　　    ↓

    　アセトニトリル抽出２５�×２回

　　（さとうきびは５０�×２）

         　　    ↓

　　遠心分離

       　　      ↓

　　脱　　水　　Na２SO４ 　１０�

      　　       ↓

　　濃縮乾固

             　　↓

　　ミニカラム精製（SAX/PSA）

　　　　　　↓　試料負荷　１０％　Acetone/Hexan　５�

　　　　　　　　溶　　出　５０％　Acetone/Hexan　１０�

    　濃縮乾固・定容  Acetone　１�

　○ねぎ，カリフラワー，キャベツ，玄米，白菜，大根，

大根葉

　　試料１０�＋等重量０．２M Na２CO３/NaHCO３（１：４）

溶液

   （玄米は倍量）＋硝酸銀０．２�

          　　   ↓

　　アセトニトリル抽出後

       　　      ↓

　　NaCl ５�添加　以下同様

���������������	
�

�　塩酸での加熱還流後，農産物の種類によってはpHを

中性あるいは弱アルカリ域にしないと回収率が低下し

たため，１．０M Na２CO３でpHを７～８に調整した。

�　硝酸銀を使用する場合は，酢エチ抽出後に硝酸銀水

溶液を添加した（HCl由来のCl－との反応を防ぐため）。

　操作手順

　○いちご，きゅうり，さつまいも，なす，スイカ，メ

ロン，ピーマン，玄米，馬鈴薯

　　試料１０�＋０．３N HCl　２５�

　　　　　　↓　１時間加熱還流

　　１．０M Na２CO３溶液５�（pH７～８へ）＋NaCl １２�

　　　　　　↓

　　酢エチ抽出　２５�×２回

　　　　　　↓

　　遠心分離

　　　　　　↓

　　脱　　水　　Na２SO４　１０�

　　　　　　↓

　　濃縮乾固

　　　　　　↓

　　ミニカラム精製（SAX/PSA）

　　　　　　↓　試料負荷　１０�　Acetone/Hexan　５�

　　　　　　　　溶　　出　７０�　Acetone/Hexan　１０�

　　濃縮乾固・定容  Acetone　１�

　○さとうきび

　　試料１０�＋H２O　２４�

　　　　　　↓　バイオトロンでホモジナイズ

　　６．０N HCl １．２５�添加

　　　　　　↓　１時間加熱還流　以下同様

　○ねぎ，カリフラワー，キャベツ，大根，大根葉，白菜

　　試料１０�＋０．３N HCl　２５�

　　　　　　↓　１時間加熱還流

　　１．０M Na２CO３溶液　５�（pH７～８へ）＋NaCl １２�

　　　　　　↓

　　酢エチ抽出 ２５�×２回

　　　　　　↓

　　酢エチ層１�硝酸銀水溶液２５�添加

　　　　　　↓　１分間振とう

　　NaCl６�添加

　　　　　　↓　５分間振とう

　　遠心分離

　　　　　　↓

　　脱　　水　　Na２SO４　１０�

　　　　　　↓

　　濃縮乾固

　　　　　　↓

　　ミニカラム精製（SAX/PSA）

　　　　　　↓　試料負荷　１０�　Acetone/Hexan　５�

　　　　　　　　溶　　出　７０�　Acetone/Hexan　１０�

　　濃縮乾固・定容　Acetone　１�

������������	

　上記の操作方法に基づき，１６種農産物各４検体につい

て残留農薬の実態調査を行った。なお，定量下限値は各

農薬とも０．００５μg/�である。

��������
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　回収率はカルボスルファンの回収率とカルボフランお

よび３－OHカルボフランの回収率にそれぞれ係数１．７２

および１．６０を乗じてカルボスルファンに換算したものと

を和し，以下の式で算出した（表２）。

　回収率（�）＝（カルボスルファン（�）＋１．７２＊カルボ

フラン（�）＋１．６０＊３－OH カルボフラン（�））/４３２＊

１００
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　１６種農産物の各４検体について，カルボスルファン，

カルボフラン，３－OH カルボフランのいずれも検出さ

れたものはなかった。

��� � � �

１）化学工業日報社：農薬登録保留基準ハンドブック，

　改訂３版，２０３（１９９８）

２）ソフトサイエンス社：残留農薬分析法，２００２年版，

９０
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換　算　値３－OHカルボフランカルボフランカルボスルファン農 産 物

　　８４．８　　７７．９　　８６．５　　９２．８い ち ご

　　９８．９１１２　　８８．６　　９５．６き ゅ う り

　　８７．６　　７４．５　　９１．９１０１さとうきび

　　８４．９　　８５．１　　８３．７　　８６．８さつまいも

　　９０．３　　９２．９　　８９．７　　８７．３な す

　　８６．９７９　　８８．８　　９６．３ス イ カ

　　９９．７　　７８．６１２７　　８６．３メ ロ ン

１０４１０９　　９９．８１０４ピ ー マ ン

１１４　　９５．６１２１１３１玄 米

　　８６．６　　９７．１　　８０．４　　８０．４馬 鈴 薯

１０７１０７１６１　　１３．３ね ぎ

　　８３．７　　８７．６　　８３．７　　７７．４カリフラワー

　　８９．０　　９６．５　　８３．４　　８６．７キ ャ ベ ツ

　　８８．０　　９９．５　　９２．２　　６２．３大 根

　　９６．９　　８４．１１０４１０５大 根 葉

１２５１０８１３７１３２白 菜
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　平成１４年４月１日現在，食品中に残留する農薬につい
ては２２９種の農薬の基準が設定されており，シプロジニル
については，平成１３年２月２６日付け厚生労働省告示第５６
号で追加設定された。本分析法は，平成１１年度厚生省委
託の食品農薬残留実態調査を受託し，当県で実施してい
る残留農薬分析法１）を基に検討したものである。
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　アセトニトリル，メタノール等有機溶媒：残留農薬試
験用および高速液体クロマトグラフ用
　無水硫酸ナトリウム：残留農薬試験用，
　塩酸，アンモニア水，クエン酸，リン酸二水素ナトリ
ウム：特級
　イオンペア試薬：テトラブチルアンモニウム二水素リ
ン酸
　シプロジニル標準試薬：Riedel－de Haen製
　オキソリン酸標準試薬：和光純薬工業�製
����������

　HPLC：島津LC１０，蛍光検出器RF－１０，フォトダイオー
ドアレイ検出器SPD－M１０AV
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　平成１０年８月３１日付け環境庁告示，シプロジニル試験
法によると，シプロジニルの分析方法として，メタノー
ル抽出－ヘキサン転溶－SCXカラム精製－シリカゲルカ
ラム精製－HPLCのフローが示されている。そこで，シ
プロジニル標準溶液１０μg/�，１００μ�をメタノール／水
（１／１）６�に添加し，Bond Elut SCXカラムおよび
Seppak plus Silicaカラムによる回収率試験を行ったとこ
ろ，標準品の添加回収率は６０．１±１．４％（ｎ＝３）であり，

ミニカラム精製法としては不
適当と考えられた。当県で残留
農薬分析で使用しているBond 
Elut SAX/PSA二層カラムによ
る回収率を並行試験したとこ
ろ，平均９５．１％の回収率が得ら
れたため，抽出方法を含め当県
の残留農薬試験方法（図１）に
切り替え検討を行った。検出下
限値は小麦が０．０１�，果実類が
０．００５�である。
　りんご，バナナ，パイナップ
ル，柿，日本なし，小麦につい
て標準添加回収試験結果を表
１に示す。
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　オキソリン酸は，種子等の殺菌に使用されるほか，養
殖魚に発生する病害を防止するため水産用医薬品として
も使用されている。オキソリン酸の分析法については，
高槻らがメチル化－HPLC法２），水素化ホウ素ナトリウム
還元－GC/MS法３）を報告しているが，簡便法としてシプ
ロジニルと同様に当県の残留農薬試験方法（図１）を基
に検討を行った。

－141－

��������	
��
����������	������

A Simple Analysis Method of Cyprodinil and Oxolinic acid 
and Its Concentration in Agricultural Products

氏家　愛子　　菊地　秀夫＊１　　新目　眞弓＊２　
大江　浩　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Aiko UJIIE，Hideo KIKUCHI，Mayumi ARATAME
Hiroshi OOE　　　　　　　　　　　　　　　　　

キーワード：シプロジニル，オキソリン酸，簡易分析法，農産物

Key Words：Cyprodinil，Oxolinic acid，Simple Analysis Method，Agricultural Products
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　カラム精製の初期検討では，Bond Elut SAX/PSAおよび

Seppak plus C１８を使用して標準添加回収試験を行ったが，

SAX/PSAでは回収率が約３０％であり，C１８（０．０５M-NaH２
PO４ ５�負荷，メタノール１０�溶出）では約８０�であっ

た。そこで，にんじん，たまねぎ，キャベツ，だいこん，

しょうが，さといもを使用し，C１８精製による標準添加

回収試験を行ったが，有色野菜マトリックス由来のピー

クとオキソリン酸のピークが重なりHPLC上での分離が

困難であった。色素除去を目的としてSEP Cartridge 

CARBOGRAPH（ジーエルサイエンス�製）で精製を試

みたが，溶出溶媒として溶出率の高かったアセトニトリ

ル／トルエン（５０／５０）では色素は取れるものの，クロ

マトグラム上の妨害ピークも増加し精製法としては採用

できなかった。

　更に，Bond Elut PSAによる精製の検討を行い，標準溶

液のみの標準添加回収試験で回収率が９３．３％であったた

め，図２に示す方法により野菜等への標準添加回収試験

を行った。白菜，キャベツ，アスパラガス等のクロロフ

ｨルを持つ野菜は，Bond Elut PSAに負荷後，アセトン／

ヘキサン（４０／６０）１５�で十分洗浄し，０．０１N－塩酸／メ

タノール１０�で溶出，濃縮乾固後，０．４５�クエン酸／アセ

トニトリル（７５／２５）２�で溶解したものを東洋ろ紙製

DISMIC－１３HP（０．４５μm）でろ過することにより，妨害

ピークを除去することができた。

　しかし，ブロッコリーは検体によってはオキソリン酸

のピークと妨害ピークが重なるものがあったため，ブ

ロッコリー抽出液に標準溶液を添加しGPCによる精製を

検討した。カラムは，Waters Envirogel N２２１（１９×３００�），

移動相はシクロヘキサン／酢酸エチル（１／１），流速

３�/�で行った。この結果，GPC精製のみで回収率６０．０

�，GPC＋Bond Elut PSA精製で回収率６１．４�であり，分

取するフラクションを前後１～２分拡大しても回収率の

低下が認められただけであった。

　オキソリン酸は熱に安定であることから，加熱による

クロロフｨル変性を行うこととし，ブロッコリー１０�に

標準溶液１０μg/�を１００μ�添加し回収試験を行った。加

熱方法は，�沸騰水浴中で１５分加熱，�精製水を５�加

えサランラップで蓋をして１．５分間電子レンジ加熱の二

通りの方法で行った。この結果，回収率は�８４．７�，�

８９．６�と良好な結果であり，ブロッコリーの分析は加熱

処理の行程を追加することとした。

　また，玄米は，図２のBond Elut PSA精製での回収率が

１７．３�であり非常に悪かったため，抽出操作までは野菜

と同様に行い，精製を図３に示す方法に変更した。標準

添加回収試験結果および農産物中濃度を表２に，クロマ

トグラムを図４に示す。検出下限値は０．００５�である。
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　オキソリン酸のHPLC分析については，リン酸緩衝液，

酢酸，クエン酸とアセトニトリルとの移動相について検

討を行ったが，リン酸緩衝液／アセトニトリル系ではオ

キソリン酸に対する保持力が大きいため，クエン酸／ア

セトニトリル系を使用することとした。イオンペア試薬

としてテトラブチルアンモニウム二水素リン酸（TBAP）

を使用し，マトリックスからの妨害ピークとの分離状況

から，０．４５�クエン酸／アセトニトリル／TBAP（８２：１８：

０．２９）を移動相として使用することとした。各条件は表

３に示す。
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　小麦，りんご，日本なし，柿，パイナップル，バナナ

の６種類の農産物各４検体ずつについてシプロジニルの

検査を行ったところ，いずれも検出されなかった。

　また，オキソリン酸は，玄米，ばれいしょ，さといも，
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オキソリン酸ジプロジニル

東ソ－　TSK gel ODS-８０TS
（４．６�径×１５０�）

カラム

０．４５％－クエン酸／　
アセトニトリル／TBAP
（８２：１８：０．２９）

メタノール／水
（７０／３０）

移動相

１．０�／�１．０�／�流速

２０２０試料注入量（μ�）

４０４０カラム温度

蛍光検出器
Ex：２７８nm，Em：４１０nm

フォトダイオードアレイ検出器
２７０nm

検出器

��������	
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�������������

（標準添加量：玄米０．１�，果実０．０５�）

検　出　率濃　度（�）回 収 率（�）農産物名
０／４＜０．００５９０．５±２．６り ん ご
０／４＜０．００５１０４　　バ ナ ナ
０／４＜０．００５９１．２パイナップル
０／４＜０．００５９３．８柿
０／４＜０．００５９５．１日 本 な し
０／４＜０．０１　８１．０小 麦
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（標準添加量：果実０．０５�）

検　出　率濃　度（�）回 収 率（�）農産物名
０／４＜０．００５８５．９±２．５に ん じ ん
０／４＜０．００５６０．１た ま ね ぎ
０／４＜０．００５９６．３し ょ う が
０／４＜０．００５１０１　　ばれいしょ
０／４＜０．００５８６．５だ い こ ん
０／４＜０．００５８３．０か ん し ょ
０／４＜０．００５１０３　　や ま い も
０／４＜０．００５９２．９さ と い も
０／４＜０．００５８５．９±２．５ブロッコリー
３／４＜０．００５～０．１７　８２．１レ タ ス
０／４＜０．００５９７．３アスパラガス
２／４＜０．００５～０．０２３７６．９は く さ い
１／４＜０．００５～０．０１５８４．２キ ャ ベ ツ
０／４＜０．００５７３．９±６．０玄 米

注）りんごのみｎ＝３

注）にんじん，ブロッコリー，玄米のみｎ＝３



宮城県保健環境センター年報　第２０号　２００２

かんしょ，やまいも，だいこん（根），はくさい，キャベ

ツ，レタス，たまねぎ，アスパラガス，にんじん，ブ

ロッコリー，しょうがの１４種類の農産物について各４検

体ずつ検査を行った。はくさい（０．０１８，０．０２３�,検出率２

／４），キャベツ（０．０１５�，検出率１／４），レタス

（０．００７，０．０１０，０．１７�，検出率３／４）で検出されたが，

他の野菜等では検出されなかった。

� � � �

１）菊地秀夫，氏家愛子，新目眞弓，大江　浩：宮城県

保健環境センター年報，１８，７０（２０００）

２）高槻圭吾，菊池　格：宮城県保健環境センター年報，

８，７７（１９９０）

３）高槻圭吾，菊池　格：宮城県保健環境センター年報，

９，６７（１９９１）
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０　　　　　　５　　　　　　１０　　　　　　１５　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　RT（�）
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標準添加
無 添 加
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　ハロフルスロンメチルは除草剤として，メタムアンモ
ニウム塩は殺虫剤として登録保留基準が設定された農薬
であり，本調査は，平成１２年度厚生省委託の食品農薬残
留実態調査を受託して実施したものである。
　なお，ハロフルスロンメチルについては，平成１４年３
月１３日付け厚生労働省告示第９４号で食品中農薬残留基準
（Ｈ１４．４．１から適用）に追加設定されている。

��������	
����������

　アセトニトリル，酢酸エチル等有機溶媒：残留農薬試
験用および高速液体クロマトグラフ用
　無水硫酸ナトリウム，塩化ナトリウム：残留農薬試験用，
　塩酸，酢酸，リン酸二水素カリウム，リン酸水素二ナ
トリウム：特級
　ハロフルスロンメチル標準試薬：和光純薬工業�製
　メチルイソシアネート標準試薬：関東化学�製
　メタムナトリウム塩標準試薬：AccuStandard社製
　Seppak plus Ｃ１８，Seppak plus  Accell QMA：Waters社製

����������

　HPLC：島津LC１０，フォトダイオードアレイ検出器SPD
－M１０AV
　GC：HP６８９０，NPD検出器
　ディーンスターク蒸留装置

���������	


　ハロフルスロンメチルは，小麦，サトウキビ，とうも
ろこしの３種の農産物，メタムアンモニウム塩は，だい
こん，はくさい，キャベツ，レタス，たまねぎ，アスパ
ラガス，にんじん，トマト，なす，きゅうり，かぼちゃ，
すいか，メロン，ほうれんそう，ブロッコリー，しょう
が，もも，キウィーの１８種の農産物各４検体について分
析を行った。

��� � � �
　ハロフルスロンメチルは平成１１年８月２４日付け環境庁
告示による，メタムアンモニウム塩は平成１２年４月２８日

付け環境庁告示による農薬登録保留基準試験法によった。
分析方法を表１および図１，２に示す。

��������
　ハロフルスロンメチルの標準添加回収試験は，粉砕し
た試料１０ｇに標準溶液１００μg/�を１０μ�添加して行った。
添加回収試験結果および食品中の濃度を表２に示す。さ
とうきび，とうもろこし，小麦中にハロフルスロンメチ
ルは検出されなかった。定量下限値は試料換算で０．０１�
である。
　メタムアンモニウム塩は，ディーンスターク蒸留装置
で４０分加熱還流することにより，メチルイソチオシア
ネート（CH３NCS）に分解することから，メチルイソチ
オシアネートとして定量し，これに係数１．７０を乗じて，
メタムアンモニウム塩の濃度を算出する。ディーンス
ターク蒸留装置の還流部を蒸留水で満たして抽出を行う
と，メチルイソチオシアネート標準溶液だけの添加回収
率（標準溶液１００μg/�を１０μl添加）で６３．５±２．７�であ
り，野菜に添加した回収率はブロッコリーで１７．２�，しょ
うがで４２．９�，だいこんで６４．９�と非常に低い回収率で
あった。これは，メチルイソチオシアネートが非常に水
に溶けやすいため，還流底部に溜まった酢酸エチル層か
ら還流部に満たした蒸留水にメチルイソチオシアネート
が移行し，フラスコにもどってしまうことが原因と考え
られた。そこで，還流部に蒸留水を入れず，塩析効果を
考慮して，食塩添加量を０�，５０�，１２０�と変えてメ
チルイソチオシアネート標準液だけの添加回収試験を
行ったところ，それぞれ，６３．７�，８０．７�，９８．４�の回
収率であり，１２０�の添加量で最大の回収率得られた。こ
れにより，メタムアンモニウム塩の分析は，試料５０ｇに
リン酸緩衝液２５０�，食塩１２０�，酢酸エチル１０�を加え，
還流部に蒸留水を入れず，４０分加熱還流することで行っ
た。添加回収試験結果および食品中の濃度を表３に示す。
定量下限値は試料換算で０．００５�である。
　メタムアンモニウム塩は，なすに０．００５�（検出率１
／４），きゅうりに０．００９～０．０１６�（検出率３／４），す
いかに０．０１８�（検出率１／４），メロンに０．００５～０．０２６
�（検出率３／４），ほうれんそうに０．００６�（検出率１
／４）検出されたが，その他のものは全て定量下限値未
満であった。
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Concentration of Halosulfuron-methyl and Metham ammonium in Agricuitural Products

氏家　愛子　　菊地　秀夫＊１　　新目　眞弓＊２　
大江　浩　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Aiko UJIIE，Hideo KIKUCHI，Mayumi ARATAME
Hirishi OOE 　　　　　　　　　　　　　　　　　

キーワード：ハロフルスロンメチル，メタムアンモニウム塩，農産物

Key Words：Halosulfuron-methyl，Metham ammonium，Agricuitural Products

＊１　現　産業技術総合センター
＊２　現　がんセンター



宮城県保健環境センター年報　第２０号　２００２ －145－

��������	
���
����

��������	
���
�������

メタムアンモニウム塩（GC－NPD）ハロスルフロンメチル（HPLC）

カ　ラ　ム：J&W DB－６２４
　　　　　　０．３２�径×６０ｍ（膜厚１８μm）

オーブン温度：５０℃（２�）→１５℃/�→２００℃（１�）

平均線速度：３９�/�．コンスタントフローモード

注　入　口：温度：２５０℃，注入量：２μ�
　　　　　　スプリットレスモード

検出器温度：２６０℃

カ　ラ　ム：東ソー TSKgel ODS－８０Ts
　　　　　　４．６�径×１５０�

カラム温度：４０℃

移　動　相：アセトニトリル／水／酢酸（５０：５０：１）

流　　　速：０．８�/�

検 出 波 長：２４５nm
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検　出　率濃　　　度
（�）

回　収　率
（％）

０／４＜０．０１７６．６小 麦

０／４＜０．０１８０．７とうもろこし

０／４＜０．０１７３．１サトウキビ

��������	
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検出率
濃　　度
（�）

回収率
（％）

検出率
濃　　度
（�）

回収率
（％）

３／４＜０．００５－０．０１６６２．７き ゅ う り０／４＜０．００５８４．８だ い こ ん

０／４＜０．００５７５．０か ぼ ち ゃ０／４＜０．００５１１１は く さ い

１／４＜０．００５－０．０１８６８．０す い か０／４＜０．００５７０．７キ ャ ベ ツ

３／４＜０．００５－０．０２６６４．４メ ロ ン０／４＜０．００５９０．６レ タ ス

１／４＜０．００５－０．００６７９．４ほうれんそう０／４＜０．００５６３．３た ま ね ぎ

０／４＜０．００５６１．２ブロッコリー０／４＜０．００５５７．３アスパラガス

０／４＜０．００５７３．６し ょ う が０／４＜０．００５７８．１に ん じ ん

０／４＜０．００５８５．５も も０／４＜０．００５７７．０ト マ ト

０／４＜０．００５７１．９キ ウ ィ ー１／４＜０．００５－０．００５８１．０な す���������	
�������
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Test Results for Official Inspection of Chemical Substances Containing in Foods, 
Food Containers，Household Articles，Drugs and Other Products in　２００１

理　化　学　部　

Department of Chemical Pollution

　平成１３年度の理化学部における食品，医薬品，家庭用品の検査結果は，表１から表７のとおりである。
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合　　計

カ　ド　ミ　ウ　ム　濃　度

分離調整地区名 １．０�以上０．４以上１．０�未満０．４�未満

割　合（％）検　体　数割　合（％）検　体　数割　合（％）検　体　数

２１００２小 原 赤 井 畑 地 区

５４０２６０３新堀・出来川地区

８６１２１０６５５６２３２０二 迫 地 区

９３１１１０６２５８２７２５合　　　計

��������	
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�� 単位：μ�/�

動　物　用　医　薬　品
検査件数検査品目

ZRNβ－TBα－TBFBZSDDABZmTBZ,TBZmの和

－－－　０．０１　０．１　０．１　０．１基準値
４豚　　肉

－＜０．００５＜０．００５＜０．００５＜０．０１＜０．０１＜０．０１濃　度

０．００２　　０．００２－－　０．１　０．１　０．１基準値
４牛　　肉

－＜０．００２＜０．００５＜０．００５＜０．０１＜０．０１－濃　度

－－－０．２　０．１　０．１－基準値
４鶏　　肉

－－－＜０．０２　＜０．０１＜０．０１＜０．０１濃　度

－－－０．４－－－基準値
１０鶏　　卵

＜０．０２　　　＜０．０２　＜０．０２　＜０．０４　＜０．０２－－濃　度

０／１００／１８０／１８０／２２０／２２０／１２０／８検出率２２総　計

TBZ：チアベンダゾール，TBZm：５－ヒドロキシチアベンダゾール，ABZm：５－プロピルスルホニル１－ベンズイミダゾール－２－アミン

SDD：スルファジミジン，FBZ：フルベンダゾール，α－TB：α－トレンボロン，β－TB：β－トレンボロン，ZRN：ゼラノール
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検　　査　　項　　目

検体数検体名 アフラトキシン
（４種類）

トリペンチル
スズ化合物

トリフェニル
スズ化合物

トリブチル
スズオキシド総 水 銀PCB

０．０９～０．２００．０１２～０．０２０結　果
６ス ズ キ

３／３３／３検出率

＜０．０１＜０．０１＜０．０１～０．０２結　果
６カ　　キ

０／１００／１０６／１０検出率

＜０．０１結　果
５ピーナッツ

０／５検出率

注）検出率：定量下限値以上の値が検出されたもの。

�������������	 単位：MU/�

検　　　査　　　項　　　目

検　体　数検　体　名 下 痢 性 貝 毒麻 酔 性 貝 毒

≦０．０５≦４基　準　値

＜０．０５＜１．９１結　　　果
１０ア　サ　リ

０／１００／１０検　出　率

＜０．０５＜１．９１結　　　果
５ホ　タ　テ

０／５０／５検　出　率

＜０．０５＜１．９１～１．９６結　　　果
１５カ　　　キ

０／８０／１５検　出　率

０／２３０／３０結　　　果３０合　計

���� � � � � � � �

不 適 件 数総 項 目 数検 査 項 目検　体　数検 査 項 目

０１イ ン ド メ タ シ ン
１

外 用 薬 ０１Ｌ － メ ン ト ー ル

０１ツ ロ ブ テ ロ ー ル１

０１溶 出 試 験
１内 服 薬

０１一硝酸イソソルビド

０１外 観 試 験
１造影カテーテル

０５溶 出 物 試 験

０１１４合　　計

�������������	�
��

不 適 件 数総 項 目 数検 査 項 目検　体　数検 査 項 目

０４０ホ ル ム ア ル デ ヒ ド４０乳幼児用繊維製品

０４０４０合　　計
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　NMC：N－メチルカーバメイト系農薬　　Cl：有機塩素系農薬　　　P：有機リン系農薬　　　　Py：ピレスロイド系農薬　

検 査 品 目 及 び 検 体 数定量限界
ppm

検　査　項　目№ イ チ ゴ白 菜ほうれんそう大 根馬 鈴 薯日 本 梨ト マ トキュウリ種別農　　薬　　名
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００５ClＢＨＣ１
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００５ClＤＤＴ２
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　PＥＰＮ３
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　NＥＰＴＣ４
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pyアクリナトリン５
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．１　　Nアセタミプリド６
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０５　Pアセフェート７

ＮＤＮＤ０．０１　Nアミトラズ８
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００５Nアラクロール９
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００２NMCアルジカルブ１０
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００５Clアルドリン１１
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００２Pイソフェンホス１２
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００４NMCエチオフェンカルブ１３
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００５Pエトプロホス１４
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pエトリムホス１５
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００５Clエンドリン１６
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００２NMCオキサミル１７
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pカズサホス１８
ＮＤＮＤＮＤＮＤ０．２０～０．４３ＮＤＮＤ０．００２NMCカルバリル１９
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pキナルホス２０
ＮＤ０．０１　Nキノメチオネート２１
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００５Clキャプタン２２
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ～０．０２ＮＤＮＤ０．０１　Pクロルピリホス２３
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ～０．０３ＮＤＮＤ０．０２　Clクロルフェナピル２４
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pクロルフェンビンホス（CVP）２５
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００１Nクロルプロファム（IPC）２６
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０５　Clクロルベンジレート２７

ＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Nジエトフェンカルブ２８
ＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Clジクロフルアニド２９

ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pジクロルボス（DDVP）３０
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Clジコホール（ケルセン）３１

ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Pyシハロトリン３２
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０５　Pyシフルトリン３３
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Nシプロコナゾール３４
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０４　Pyシペルメトリン３５
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pジメトエート３６
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pダイアジノン３７
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Nチオベンカルブ３８
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pチオメトン３９
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００５Clディルドリン４０
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Nテブコナゾール４１
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Nテブフェンピラド４２
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００５Pyテフルトリン４３
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pyデルタメトリン４４
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pyトラロメトリン４５
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Nトリアジメノール４６
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００５Clトリフルラリン４７
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Pトルクロホスメチル４８
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Nパクロブトラゾール４９
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pパラチオン５０
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pパラチオンメチル５１
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０５　Nビテルタノール５２
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００５Clピフェノックス５３
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pyビフェントリン５４
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pピラクロホス５５
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０４　Nピリダベン５６

ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Clピリフェノックス５７
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０５　Nピリプロキシフェン５８

ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００２NMCピリミカルブ５９
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pピリミホスメチル６０
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．２　　Pyピレトリン６１
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Nフェナリモル６２
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pフェニトロチオン（MEP）６３
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００４NMCフェノブカルブ６４
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Pフェンスルホチオン６５
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pフェンチオン（MPP）６６
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pフェントエート（PAP）６７
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pyフェンバレレート６８
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pブタミホス６９
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Nフルジオキソニル７０
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pyフルシトリネート７１
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Nフルシラゾール７２
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２５Nフルトラニル７３
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Pyフルバリネート７４
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pプロチオホス７５
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Pyペルメトリン７６
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００２NMCベンダイオカルブ７７
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００５Nペンディメタリン７８
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Pホスチアゼート７９
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pマラチオン８０

ＮＤ～０．０３ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Nミクロブタニル８１
ＮＤＮＤＮＤ～０．０１ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０１　Pメタミドホス８２
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００４NMCメチオカルブ８３
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．００５Nメトラクロール８４
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０５　Nメトリブジン８５
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０５　Nメプロニル８６
ＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤＮＤ０．０２　Nレナシル８７
４４４４４４４４検 査 検 体 数
８１８０８１７５８４８５８５８２検 査 項 目 数
３２４３２０３２４３００３３６３４０３４０３２８総 項 目 数



宮城県保健環境センター年報　第２０号　２００２ －149－

��� � � �

　光化学スモッグ注意報発令など大気汚染緊急時におい

ては，関係する県・国の機関，工場事業場及び県民が大

気汚染の状況を逐次確認できることが対策を講ずる上で

重要である。大気汚染の状況は保健環境センター大気環

境部に置かれた常時監視システムによって監視が行われ

ているが，ここで集められたデータをインターネットを

通じてほぼリアルタイムで公開することにより上記の実

現を図った。同時に，測定局の保守管理を効率的に行う

ため保守管理受託業者が保健環境センターにダイヤル

アップ接続し測定機器の稼動状況や障害メッセージを確

認できるシステムも構築した。

（ホームページのURL　http://ihe.pref.miyagi.jp/telem/）
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　大気汚染常時監視システム（以下「システム」）の中

央局を構成するコンピュータはLAN（以下「テレメー

タLAN」）で互いに接続されている。また，インター

ネット上でホームページを公開するＷＥＢサーバーは保

健環境センターLAN（以下「センターLAN」）上にあり，

２つのLANはゲートウエイで接続されている（図１）。

インターネット上での常時監視データの公開は次の手順

で行う。①１時間毎に各測定局から収集された常時監視

データはシステムのデータベース（ORACLE　ver.７　以

下「DB」）に格納される。②テレメータLAN上の１台の

PCでスケジューラを動かし，１時間毎にDBからデータ

を取得しRASクライアント用ファイル（後述）に格納す

るほかゲートウエイを通じてWEBサーバーにもデータ

を送り込む。③WEBサーバーはインターネット上のク

ライアントのリクエストに応じて，送られたデータから

CGIによりページを作成し表示する。WEBサーバーでの

データ保持期間は任意に設定できるが現在は１０日分とし

てある。この手順によって，毎正時にシステムで収集さ

れた最新のデータは遅くとも正時１０分までにはインター

ネット上で公開される。（ただし，データチェックは行

われない。）平成１４年７月現在公開されているページの

一覧を表１に示す。

　光化学スモッグ注意報など緊急時発令も同様にテレ

メータLAN上のPCから行い，発令種別，時刻，区域等

の情報がWEBサーバーに送られる。「注意報等の発令

状況」がリクエストされるとCGIプログラムはこの情報

を見て地図を作成し発令状況を表示する。
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Publishing of Air Pollution Monitoring Data on the Internet

中村　栄一　　宮城　英�　　佐藤　信俊　
鈴木　康民　　　　　　　　　　　　　　　

Eiichi NAKAMURA，Hidenori MIYAGI，Nobutoshi SATO
Yasutami SUZUKI　　　　　　　　　　　　　　　　

キーワード：大気汚染常時監視，インターネット，CGI

Key Words：Air Pollution, Continuous Monitoring, Internet, CGI
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　休日等に担当職員が自宅などからデータを確認したり，

測定機器保守管理受託業者が機器の稼動状況を確認する

ため，前述のPCにはセンター外部から電話回線を通し

て直接アクセスできるようにRASサーバー及びWEB

ページを公開するHTTPサーバーの機能も持たせてある。

電話回線が１回線しかないためアクセスできるのは大気

環境部，環境対策課及び仙台管区気象台の関係職員と測

定機器の保守管理業者に限っている。ページ作成に使用

するデータは前述のRASクライアント用ファイルを利用

するものとDBから直接データを取得するものがある。

RASクライアント用ファイルはDBの負担を軽減するた

めとCGIの処理速度を向上させる目的で置いており，全

局全項目の１日分データを１つのCSV形式のテキスト

ファイルに収めている。日報は２種類あり，DBのデータ

保有期間（４９５日）内の任意の日の日報を表示するものと，

欠測情報の詳細を表示するもの（ただし，表示可能期間

は１０日間）とがある。前者は４月から９月までの期間中

毎日気象台から送られてくる光化学オキシダント（Ox）

の大気汚染気象ポテンシャルも表示する。後者は測定機

器の保守管理に有用で，このページによって毎朝行われ

ているテレメータ担当職員と保守管理業者との打合せに

要する時間が大幅に短縮された。ダイヤルアップ接続で

閲覧できるWEBページのうち主なものを表２に示す。
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　DBから定時にデータを読み込みWEBサーバーに転送

するプログラム及びWEBページを作成するCGIプログラ

ムは，全てスクリプト言語Perlで書かれている。Perlは

フリーのソフトウエアであり，かつ修得が容易であるに

もかかわらず強力な文字列処理機能を持っているため世

界的にCGIで多用されている。また，DBインターフェ

イス，クライアントサーバープログラミング，グラフや

地図の描画，GUI（グラフィックユーザインターフェイ

ス）など多くの機能がモジュールとして供給されつづけ

ており，現在も進化中の言語である。
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概　　　　　　要WEBページ

真近正時から１０日前までの１時間値を日報の形式で表示。
大気汚染常時監視結果の
速 報 値

１時間値の推移を折線グラフで表示。表示期間は最大１０日間。グ ラ フ 表 示

１時間値を宮城県地図上の測定局位置に表示。風向風速も同時表示可能。地 図 表 示

光化学スモッグ注意報等の発令状況（発令種別，発令・解除時刻，発令区域）を表及
び地図で表示。

注 意 報 等 の 発 令 状 況

過去１０年間の常時監視データ（１時間値）のダウンロードが可能。データのダウンロード

概　　　　　　要WEBページ

１時間値を日報の形式で表示。大気汚染気象ポテンシャルも表示。表示可能期間は
データベースのデータ保持期間（４９５日）。

大気汚染常時監視結果の
速 報 値

１時間値を日報の形式で表示。欠測情報も表示。表示可能期間は１０日前まで。環 境 大 気 日 報

全局全項目の１時間値を１ページに表示。表示可能期間は４９５日前まで。環 境 大 気 時 報

全局全項目の１０分値を１ページに表示。（１０分値収集が行われているときのみ有効。）環 境 大 気 １０ 分 報

１時間値の濃度推移グラフを描画。表示可能期間は４９５日間。
濃 度 推 移 グ ラ フ
（ 環 境 大 気 ）

大規模発生源事業所排出データの１時間値を日報形式で表示。表示可能期間は１０日前
まで。

発 生 源 日 報

大規模発生源事業所排出データの全局全項目１時間値を１ページに表示。表示可能期
間は４９５日前まで。

発 生 源 時 報

発生源データ１時間値の推移グラフを描画。表示可能期間は４９５日間。濃度推移グラフ（発生源）

仙台管区気象台から送られた光化学オキシダントの大気汚染気象通報を表示。大 気 汚 染 気 象 通 報

光化学スモッグ注意報の発令状況（発令種別，発令・解除時刻，発令区域）を表及び
地図で表示。

注 意 報 等 の 発 令 状 況
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　平成８年５月の大気汚染防止法の改正に伴い，地方公

共団体は有害大気汚染物質の大気汚染状況の把握に努め

なければならないと定められた。本県では平成９年１０月

から県内４地点において有害大気汚染物質のモニタリン

グ調査を開始し，優先取組物質２２物質のうち，現在１２物

質について測定を実施している。

　揮発性有機化合物（以下「VOCs」）は，優先取組物質

であるベンゼン，トリクロロエチレン及びテトラクロロ

エチレン等の９物質について調査開始当初から測定を

行っているが，今回，優先取組物質以外のVOCsについ

ても県内における濃度分布状況を把握する必要があると

考え，調査を行ったので報告する。
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　調査は次の４地点で行い，調査区分を括弧内に示した。

　①　大河原町　仙南保健福祉事務所（一般環境）

　②　名 取 市　名取自動車排出ガス測定局（沿道）

　③　塩 釜 市　塩釜大気汚染測定局（発生源周辺）

　④　古 川 市　古川Ⅱ大気汚染測定局（一般環境）

　���������	
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　平成１２年４月から平成１３年３月までの一年間，月に１

回２４時間試料採取を実施した。

　��������	


　優先取組物質９物質を含むVOCs合計４１物質を対象と

した。

　��������	
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　「有害大気汚染物質測定方法マニュアル１）」に従い実

施した。大気試料は真空化した６Lキャニスター容器を

用い２４時間採取，大気試料濃縮装置（Tecmar社製AUTOCan）

により試料を導入しGC／MS（HP社製HP６８９０＋日本電子

社製JEOL JMS－AMⅡ１５）で分析を実施した。
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　VOCsの年平均値を表１に示した。年平均値は１２回の

測定結果を算術平均して算出した。なお，平均値の算出

にあたり検出下限値未満の場合は検出下限値の１／２値

を用い，検出下限値以上で定量下限値未満の場合は測定

値を用いた。優先取組物質９物質のうち大気環境基準の

定められているベンゼン，トリクロロエチレン，テトラ

クロロエチレン及びジクロロベンゼンの４物質について，

環境基準を超えた物質は無かった。さらに，優先取組物

質について平成１１年度地方公共団体等における有害大気

汚染物質モニタリング調査結果２）と比較したところ，塩

釜市のアクリルニトリルが高めであったが，その他の物

質は同程度か低めであった。

　優先取組物質以外の物質について，各調査地点の年平

均値を比較をしたところ，フロン類４物質，四塩化炭素

及び１，１，１トリクロロエタンは調査地点による差が非常

に少なかった。一方，エチルベンゼン，キシレン類は塩

釜市で特異的に高い濃度を示した。

���������

　優先取組物質に加え優先取組物質以外のVOCsについ

て，各調査地点における単年度の濃度分布状況を把握し

た。今後データの蓄積を図り多変量解析等を行うことに

より，県内の汚染実態がより明確になると考える。

参考文献

１）環境庁大気保全局大気規制課，有害大気汚染物質測

定方法マニュアル，平成１０年３月

２）環境庁大気保全課，平成１１年度地方公共団体等にお

ける有害大気汚染物質モニタリング調査結果
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Study on Volatile Organic Compounds in Atmospheric Samples

佐久間　隆　　小泉　俊一　　北村　洋子　
木戸　一博　　佐藤　信俊　　鈴木　康民　

Takashi SAKUMA，Syun-ichi KOIZUMI，Yoko KITAMURA
Kazuhiro KIDO，Nobutoshi SATO，Yasutami SUZUKI　　　

キーワード：有害大気汚染物質，揮発性有機化合物（VOCs）

Key Words：Hazardous Air Pollutants，Volatile Organic Compounds（VOCs）
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　注：平均濃度の算出にあたり，検出下限値未満の値は検出下限値の１／２を平均値算出に用いた。「ND」は，検出下限値未満を示す。

全国データ２）
（平成１１
年度）

環境基準
定量下限
値（１０σ）
平　　均

検出下限値（３σ)
最大濃度最低濃度全体平均

古川市
（一般
環境）

塩釜市
（発生源
周辺）

名取市
（道路
沿道）

大河原町
（一般
環境）

物　質　名№
最　大最　小

０．０４３０．０５１０．００６６４．６２．５２．９２．８３．０２．８２．９Freon１２１

０．０５２０．０５１０．００４８０．３８０．１３０．２００．２２０．１９０．１９０．１９Freon１４２

０．０２２０．０１９０．００２８１．６０．９０１．２１．３１．２１．２１．２Chloromethane３

０．１７０．０２３０．０１９０．００２６０．１３ND０．０２７０．０２２０．０３００．０２５０．０３０Chloroethene４

０．３２０．０２３０．０１４０．００３３０．７００．０５００．２３０．１６０．１９０．３９０．１８１，３－Butadiene５

０．０５００．０２８０．０６５３．７ND０．１４０．０６７０．３７０．０６５０．０６７Bromomethane６

０．０３３０．０２４０．００３６０．２０ND０．０６３０．０５００．０６５０．０６３０．０７５Chloroethane７

０．０４４０．０３７０．００７７１．７１．４１．５１．５１．５１．５１．５Freon１１８

０．０７２０．０５９０．０１０１．６０．６１０．７８０．８１０．７９０．８３０．６８Freon１１３９

０．４９０．０６６０．００５４０．２９ND０．０４６０．０２５０．０７２０．０５６０．０２８１，１－Dichloroethene１０

２．８１５００．０３７０．０２７０．００５５５．６０．３８１．７１．０２．６１．８１．５Dichloromethane１１

０．１７０．０３００．０１３０．００３０１．３ND０．１５０．０９３０．３９０．０７５０．０２４Acrylonitrile１２

０．０３８０．０５１０．００５４０．０４７ND０．０１１０．０１１０．０１３０．０１２０．００８１１，１－Dichloroethane１３

０．０２８０．０２５０．００５３０．１２ND０．００８２０．００８３０．００４２０．０１４０．００６１c-１，２－Dichloroethene１４

０．３４０．０４４０．０４３０．０００６０．６３０．０６００．２３０．３００．２４０．２２０．１５Chloroform１５

０．０４９０．０３７０．００５２１．１０．２００．２８０．２６０．２６０．３４０．２７１，１，１－Trichloroethane１６

０．０４９０．０４６０．００８６２．２０．５７０．６５０．６１０．６１０．７５０．６２Tetrachloromethane１７

０．１６０．０３６０．０２８０．００５５０．８０ND０．１４０．１１０．１５０．１８０．１１１，２－Dichloroethane１８

２．５３０．１２０．１００．００６９３．４０．９０１．８１．４１．８２．６１．５Benzene１９

１．８２０００．０７７０．１１０．００７４０．６６ND０．１００．０５２０．０４２０．０６４０．２５Trichloroethene２０

０．０３６０．０２２０．００２５０．１８ND０．０４９０．０３９０．０６１０．０４６０．０４９１，２－Dichloropropane２１

０．０３６０．０２１０．００６２０．１７ND０．０１９０．０１７０．０１８０．０２７０．０１６c-１，３－Dichloropropene２２

０．０５５０．０３９０．００５１４１０２．８２８７．７１４８１５．６Toluene２３

０．０３６０．０１９０．００６９０．０８３ND０．０１４０．００９１０．００８３０．０２３０．０１７t-１，３－Dichloropropene２４

０．０８７０．０５８０．００４１１．３ND０．０６７０．０７１０．０３７０．１４０．０１６１，１，２－Trichloroethane２５

０．７７２０００．０６６０．０４００．００１７１．４ND０．２５０．１２０．２４０．５２０．１３Tetrachloroethene２６

０．０６４０．０４２０．０１００．１２ND０．０２３０．０２１０．０２６０．０２１０．０２４１，２－Dibromoethane２７

０．０４００．０３００．００６３０．３８ND０．０４９０．０７２０．０５００．０３５０．０３９Chlorobenzene２８

０．０９９０．１５０．００５９７５００．３９３９１６１２０１４０．６９Ethylbenzene２９

０．２５０．６１０．００７３２９０００．４２１１０３９３８０２６１．１m－&p－Xylene３０

０．１１０．２１０．００５９１１０００．１８５８３１１８５９．３０．４６o－Xylene３１

０．０５９０．０４６０．００５８７５ND４．６２．８１４０．７５０．１５Styrene３２

０．０８４０．０５３０．０１２０．５３ND０．０２９０．０１３０．０１３０．０７５０．０１３１，１，２，２－Tetrachloroethane３３

０．０５７０．０４３０．００６７２．００．０５００．３９０．２７０．４１０．６３０．２４１，３，５－Trimethylbenzene３４

０．０９１０．０６１０．００２０５．４０．０９０１．００．２７１．１１．８０．６１１，２，４－Trimethylbenzene３５

０．０４３０．０３００．００８２０．２９ND０．０５７０．０５７０．０６１０．０４８０．０６５m－Dichlorobenzene３６

０．０５２０．０３２０．００９２２．８０．０３７０．５８０．３２０．８４０．６００．５４p－Dichlorobenzene３７

０．０４５０．０３２０．００８２０．４７ND０．１００．０８８０．１００．１１０．１１o－Dichlorobenzene３８

０．０７８０．０８１０．０１１０．４８ND０．１１０．１１０．１００．１１０．１３１，２，４－Trichlorobenzene３９

０．１３０．１４０．０１００．５１ND０．０５１０．０１９０．０６９０．０６８０．０４３Hexachlorobutadiene４０

単位：�ｇ／�
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　毎年県内では，数件程度の魚類へい死事故が発生して

いる。県では，事故の通報を受けた直後に原因究明調査

を実施しているが，究明に至らない時もある。今後の事

故原因究明の参考とするためにも，また，特定の水域の

水質悪化の兆候を察知するためにも，定期的に事例をま

とめ解析することが必要である。

　今回は，最近１０年間の魚類へい死事故原因の傾向をま

とめたので報告する。
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　「宮城県環境白書」の平成３年度版から平成１２年度版

を用いた。 
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　平成３年度から平成１２年度までの年度別発生件数を図

１に示す。年に２～８件発生し，１０年間で計５７件発生し

ている。平成４，５年度と１２年度がやや少なくなっている。

　また，月別発生件数を図２に示す。これまで宮城県内

の魚類へい死事故の傾向をまとめた森１），高橋２），中村３）

らの報告では，６～９月の夏場に発生が多いとされてき

た。しかし，最近１０年間では，夏場の件数がやや減り，

一方で４月の発生が多くなり，春から夏にかけての発生

が多かったといえる。また，１～３月の冬場でも時折発生

がみられている。
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The Current Trend of Fish Death Accidents in Miyagi Prefecture

渡部　正弘　　阿部　時男　

Masahiro WATANABE，Tokio ABE

キーワード：魚類へい死事故，事故原因

Key Words：Fish Death Accidents，Accidental Causes
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　魚類へい死事故原因を７分類してその頻度を図３に示

す。原因を究明できなかった原因不明を除くと，溶存酸

素不足（酸欠）が一番多く，次に病気によるものと工場

事業場排水が同数で続く。以下に主だった事例を紹介す

る。

�����������	�
��
���

　工場事業場からのアルカリ廃液，消毒用の塩素剤，洗

剤，コンクリート，動物の糞尿等で，高pH排水によるも

のが多かったのが特徴的であった。
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　４月から７月にかけて発生がみられ，水温の急変や産

卵期等の要因が関係していると推定される。

������������	
��
��

　春から夏にかけて多く発生がみられた。溶存酸素不足

の原因としては，藻類の増殖によるもの，水量の減少や

堰き止めによる水の停滞によるもの，一時的な大雨によ

る泥水の流入によるものがあった。
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　関係者の努力にもかかわらず，原因が究明できなかっ

たケースが４７�あった。発生時の水が流れ去ってしまっ

ていたり，環境要因が変化してしまって，採取した水試

料を濃縮して試験しても原因がつかめなくなってしまう

ことが，原因の究明を困難にしている一因となったと推

定される。そこで，今後魚類へい死事故が発生した時に

は，原因究明のため現場でのへい死魚の分布状況，周辺

状況等の調査が一層重要となってくる。 

���������

�　県内で平成３年度から平成１２年度まで発生した魚類

へい死事故５７件についてまとめたところ，平成４，５年

度と１２年度がやや少なくなっていた。

�　最近１０年間の月別発生件数では，春から夏にかけて

の発生が多かった。

�　事故原因別では，溶存酸素不足が一番多く，次に病

気によるものと工場事業場排水が多かった。

� � � �

１）森　泰明：公衆衛生情報みやぎ，�１０８，４－６

（１９８５）

２）高橋正弘：宮城県保健環境センター年報，１１，１３８

－１４０（１９９３）

３）中村朋之，八木　純：宮城県保健環境センター年報，

１５，１３５－１３８（１９９７）
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　平成９年から３年間，伊豆沼の総合調査を１５年ぶりに
実施した。引き続き３年間，湖沼内の栄養塩類の動態を
観測し，大型二枚貝生息調査，「巻き上がり」を利用し
た底質除去試験を行った。
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�　水質等調査（調査地点は図－１）
　　平成１１年度：底質の溶出試験予備調査　巻き上がり

を利用した底質除去試験調査（２回）
　　平成１２年度：流入河川汚濁負荷調査（９回）　巻き

上がりを利用した底質除去試験調査（１回）
　　平成１３年度：流入河川汚濁負荷調査（５回）　大型

二枚貝生息状況調査（伊豆沼１８地点）
�　プランクトン調査（平成１１年度から平成１３年度）
　　調査地点：伊豆沼中央，内沼桟橋
　　　　　　　伊豆沼藻場（平成１３年のみ）
　　方　　法：動物，植物プランクトンともに固定液（２５

�グルタルアルデヒド５００�，３７�ホルマリン５�，
CaC l２ １２．５�）０．５v/v�になるように添加。試料１
Lをメスシリンダーで２４時間静置させ１００�に濃
縮。界線入り計測板に取り検鏡。

��������

�　水質等調査 
　流入河川汚濁負荷調査：平成８，９年の当センター調
査研究のデータ及び宮城県実施の工場事業所監視のデー
タを併せ，伊豆沼へ流入する河川水及び工場事業所排水
のCOD負荷量を試算した（表参照）。その結果，荒川流
域からの負荷量が全流入水の負荷量の８０�を占め，昭和
５７，５８年の当センター調査と同様な結果となった。荒川
上流にある多くの溜池の内部生産，築館町都市下水路，
一迫川からの導水への生活排水の流入等が原因であると
考えられる。
　大型二枚貝生息状況調査：湖沼浄化に寄与していると
思われるカラス貝の計測を試みた。伊豆沼内１８地点で予
想を上回る結果となったが，今後さらに詳細な調査を行
う必要がある。
巻き上がりを利用した底質除去試験調査：平成１１，１２年
度当年報で報告済み
�　プランクトン調査
　植物プランクトンの優占種は，全地点，全調査日とも
珪藻類のMerosiraであり，個体数は，伊豆沼中央が高い
傾向にあった。また，動物プランクトンの優占種は，伊
豆沼中央で繊毛虫類，内沼でワムシ類，伊豆沼藻場で甲
殻類であり，個体数は，１２年度が多かった。（伊豆沼中央
のみ表参照）
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A Movement of Nutrient Salts and Seasonal Variation of Plankton in Izunuma Swamp

粟野　健　　吾妻　正道＊１　　水谷　登志喜＊２　
渡部　正弘　　阿部　郁子　 阿部　時男　　　　

Takeshi AWANO，Masamichi AZUMA，Toshiki MIZUTANI
Masahiro WATANABE，Ikuko ABE，Tokio ABE　　　　　

キーワード：巻き上がり，プランクトン，伊豆沼

Key Words：Rolling up Phenomenon，Plankton，Izunuma Swamp

　ラムサール条約の登録湿地に指定されている伊豆沼は，水の浄化に寄与するとされているハスの繁茂が回復し始め
ているが，まだ透明度が悪く湖内のCODも依然として環境基準を超えている。流入河川最大の荒川に対し，いろいろ
な浄化対策が立てられきたが，顕著な効果は上がっていない。そこで平成１１年度から平成１３年度まで，栄養塩類や底
質の調査を行った。また，久しく行われていなかったプランクトン調査を実施したので報告する。

＊１　現　宮城県仙南仙塩広域水道事務所
＊２　現　宮城県食肉衛生検査所

����������

��������	
��
����������������

荒川入口し尿処理水　＊２太 田 川　＊１八 沢 川　＊１

１９３１２２４１２負　 荷　 量

８０�５�１０�５�全流入割合

そ の 他荒川上流都市下水路導　　水照越川　＊１

４１３３７５１９２５荒川の負荷量

＊１　平成８，９年測定値　　＊２　工場事業所監視測定値
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��������	
��
������ 個体数／１０�

H１４．２H１３．１２H１３．１０H１３．８H１３．６H１３．４H１２．１１H１２．１０H１２．９H１２．８H１２．７H１２．６H１２．５H１２．４H１２．３H１２．２H１２．１H１１．１２H１１．１１H１１．１０字　　　　名
１６Dlfflug sp.節

足
虫
網

２６８５２１５Arcella vulgarls
５Arcella artocrea

０００００００００２６８５２００００１６１１０小　　　計
１Paramecium sp.

繊　

毛　

虫　

網

２３Didinium nasutum
９Bursarla truncatella

１３Vorticella nebulifera
１１０７５４６４１４１Tintinnidium fulviatile

２２Tintinnidium cylindrata
１１０２２６４１４３１Tintinnopsis cratera
２００１０７５６１１２４１５６４１０６６３６０１４１小　　　計

１１Conochilus unicornis

輪　
　
　

虫　
　
　

網

１５１４７１１Polyarthra triga
１２３Trichocerca capucina
１Trichocerca longiseta
１Trichocerca cylindrica

１Trichocerca sp.
８９２１４Asplanchna sp.

１１Brachionus calyciflorus
２２Brachionus angularis

３７１Brachionus diversicornis
１３５Brachionus sp.

４４２Keratella cochlearis
１Keratella valga

１２２Filinia longiseta
１０００５１８１１３８４６１９５５２１２４０８小　　　計

１Daphnia longispina甲　

殻　

網

１５１３３２２２１１４６６４１１Nauplius
１１１Copepoidid
１Bosmina longirostnis

０１５００１３０３２２３１３５６７４１０１小　　　計
２４Actinophrys sp.太陽虫

４０５１０１２７１７２２３０５１１４１６９１８１６１４１１１３１１１５２０総　　　　　計

��������	
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������ 細胞数（藍藻は群数）／１０�

H１４．２H１３．１２H１３．１０H１３．８H１３．６H１３．４H１２．１１H１２．１０H１２．９H１２．８H１２．７H１２．６H１２．５H１２．４H１２．３H１２．２H１２．１H１１．１２H１１．１１H１１．１０字　　　　名
１６１３９１２０Microcystis aeruginosa

藍　

藻　

網

３Chroococcus minutus
２５６１９Anabaena spiroides

２０３９Anabaena affinis
２２４Anabaena macrospora

２０２０２０６６Anabaena sp.
００２０４０２０００００４９６７１６６１２００００００１２０小　　　計

１，０００８８８８１３９５３２０１６１４０Melosira varians

珪　
　
　
　
　
　
　
　

藻　
　
　
　
　
　
　

網

３００４００２１６６８４２４１，７７６２２４９７０２９１，２９０４４３６０Melosira granulata
１，４００１８０２，４００１５，６００１，９００１，１００５，４８８６，１６４２，７７６５，８９２１３，６８８３，６８９２，１７４３，０１０１２０１９０３４０２，６００３，４００１１，０００Melosira italica

７６０５３２２０８９６８５４７１６５Melosira distans
２６０３５２Cyclotella sp.

２６５０Fragilaria crotonensis
１２０１１６１３Fragilaria intermedia

６０６０９９４２２０４Asterionella formosa
１００６０８０３２０４４１９１９１２０２６４３９Synedra ulna
４０１，５００６００８１２４８０１０５８５２６３５１０１０１５Synedra acus

８０４３Gomphonema acuminatum
２６Gomphonema olivaceum

６Gomphonema constrictum
１２０２０４０１６Gomphonema sp.

４０１２Cocconeis placentula
２Gyrosigma acuminata

８０６０８０４０１６０１６１６８１３３５２１４１３１０Gyrosigma distortum
４Cymbella tumida

８８８４０Cymbella ventricasa
３Cymbella turgida

６３５０１６１３Cymbella graciles
４Cymbella sp.

３８０６０１６０１２０１０Navicula cryptocephala
１６８２４８４１３８１５８５５８Navicula sp.

４２０２０４０３００８０８８０２０３０３０６Amphora ovalis
５Nitzschia acicularis

１６８２４８４１３８１４４５５２０１２Nitzschia obtusa
１５２Nitzschia sp.

９００２２０４００８８０３６Surirella robusta
Surirella elegans

４０１００６９１０２８１０Surirella biseriata
２Surirella caproni

１００８６３Pinnularia sp.
４４Rhopalodia gibba

３，４８０２２０２，８４０１８，１４０２，５６０６，０６０７，１４４６，９１２３，４６４８，８９６１４，８４６５，３９９２，５８１４，９６０２１８２３６９３８２，６４０３，５１６１１，０７５小　　　計
１０５Peridinium sp.渦鞭毛 ００００００００００１０５０００００００００小　　　計

２０４０８５４Euglena proxima
ミ
ド
リ
ム
シ
網

８４８３９４０Euglena oxyuris
１２８１５８Euglena spirogyra

１２０２０１３Euglena sp.
２６２６Phacus longlcauda

１２０４Phacus caudatus
２０１３Phacus sp.

０００２０１２０２０８４０６８２４８１１１２２３０４０４００４２６０小　　　計
６４２４Eudorina elegans

緑　
　

藻　
　

網

４０８５２Schroederia sp.
４０５２１２８３４４３２４２０４３６９５９１３２５Pediasthum duples

４０１６９２４６１４１３Pediasthum tetras
２０８０４０８００５９２１３６６４１６１３２１６８２０２１６２６３０Senedesmus quadricauda

９６１６９Senedusmus acuminatus
６２５Mougeotia sp.

２Closterium aciculare
２２１５Closterium sp.

２６Staurastrum gracile
６０４４１２２０１０５２６４５Staurastrum sp.

１６３１６Actinastrum hantzschll
００２０１８０８０８００７４４３７２４２８４８４８４９４６７２３６２０２４０２００５２１４０小　　　計

３，４８０２２０２，８８０１８，３８０２，７８０６，８８０７，８９６７，３２４３，９６０１０，１２４１５，９８２６，１５５２，８２９５，０２０２４６２３６９５８２，６４４３，５９４１１，３３５総　　　　計



宮城県保健環境センター年報　第２０号　２００２ －157－

��� � � �

　水中に存在する生物量を測るには，プランクトン等の

種類や個体（群体）数を直接計測する方法があるが，正

確に計数して現存量を求めるには膨大な労力を要する。

そこで，水中の植物プランクトンの量を，第一次生産者

である植物プランクトンが持つ光合成色素から間接的に

把握する方法が用いられる１），２）。そのうち，クロロ

フィルａは種類に関係なくすべての藻類に共通に含まれ，

また他の光合成色素が吸収した光エネルギーが最終的に

クロロフィルａに伝達され光合成に使われることから，

一次生産力の指標として重要な意義を持っている２）。

　水中に含まれるクロロフィルａの定量にあたっては，

試料をろ過してガラスフィルターに吸着させた後ホモジ

ナイズして抽出・濃縮（以下「ホモジナイズ法」とす

る。）等の前処理を行い吸光光度法で定量する方法や蛍

光光度法を用いる方法，高速液体クロマトグラフィーに

よりクロロフィルと初期分解物とを分離・定量する方法

も知られている２）。

　当部では，環境試料中のクロロフィルのルーチン分析

において，ホモジナイズ法の前処理方法の中の問題点と

される乳鉢等への付着，乳鉢等から試料を移す際のロス

等ばらつく原因となる操作を少なくするため，ガラス

フィルターをメンブランフィルターに代え，フィルター

ごとアセトンで溶解させる前処理方法（以下「アセトン

溶解法」とする。）とし，吸光光度法に比べ少ない試料

水量で高感度に測定できることから蛍光光度法を採用し

ている。さらに，便宜的ではあるが，植物プランクトン

の光合成に対する活性の程度を知るため，検液を塩酸処

理しその前後の蛍光強度を測定することでクロロフィル

ａ（Chl-a）とフェオフィチンａ（Phe-a）を定量する方法

をとっている。その手順を図１に示す。これまで，前処

理から測定までを一貫して即日作業項目として扱ってき

たが，前処理操作がホモジナイズ法に比べ簡便とはいえ，

大量の被検体が一度に発生した場合など前処理から測定

までを当日中に終えるのにかなりの時間を労している。

　試料の採取及び保存については，できるだけ速やかに

試験することが原則であるが，やむをえない場合は，前

処理のろ過操作までを行い，ろ紙上の沈殿物を－２０℃

で凍結して保存し，３週間以内に試験する２）との記述も

あるが，他方，当部と同じようにアセトン溶解法による

前処理を行っている場合でも，フィルターをアセトンで

溶解した後，抽出効率を考慮し一定期間冷凍庫内等で静

置している事例がみられる（図２）３）。

　そこで，今回は前処理操作中の中断ステップや抽出後

の検液の保存方法の違いによる測定値への影響について

検討を行ったので報告する。
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Influence of the Pretreatment in Chlorophyll Measurement

三沢　松子　　阿部　郁子　　阿部　時男　

Matsuko MISAWA，Ikuko ABE，Tokio ABE

キーワード：クロロフィル，蛍光光度法

Key Words：Chlorophyll，Fluoresence Analysis
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　以下のいずれの実験においても，近くの沼で採取した

試料を用いて行った。また，蛍光光度計による測定条件

は表１に示した。
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　試料水をろ過後，�アセトンに溶解せずにろ紙のまま

遠沈管に入れ４℃（以下「ろ過・冷蔵」とする。）又は 

－２０℃（以下「ろ過・冷凍」とする。）で保存，�アセ

トンに溶解させた後４℃（以下「抽出・冷蔵」とす

る。）又は－２０℃（以下「抽出・冷凍」とする。）で保

存の４つのパターンを設定(いずれも遮光保存）し，経

時的に作業を再開し，室温とした上で測定を行った。な

お，検液の調製にあたっては，各パターンごと，各経時

段階ごとの試料数ｎ＝５とした。
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　アセトン溶解法での抽出効率に関して，抽出後に４℃

又は－２０℃ で保存し，経時変化を測定した。検液の調

製に関しては，２．２と同様に行った。
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　４パターンごとの測定値の経時変化を表２及び図３－

１～３－３に示した。
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　抽出後の保存温度による測定値の経時変化を表３及び

図４に示した。
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装　　　　　　置：Shimadzu RF５３００PC

測 定 モ ー ド：蛍光強度測定

励 起 波 長：４３０nm（バンド幅　５nm）

蛍 光 波 長：６７０nm（バンド幅　２０nm）

レ ス ポ ン ス：Auto

オートシャッター：ON
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９日目４日目３日目２日目試　験
区　分項　目９日目４日目３日目２日目試　験

区　分項　目

６．９７７．１８７．０７６．７２平 均 値
ろ過・

冷　蔵

Phe-a

１４．００１５．０６１４．９４１５．５６平 均 値
ろ過・

冷　蔵

Chl-a

０．３２０．３６０．６９０．３４標準偏差　１．７７　１．４３　２．１３　０．８５標準偏差

４．６５４．９６９．７６５．０４CV（�）１２．６７　９．５２１４．２８　５．４８CV（�）

７．２５６．８５６．９５６．９２平 均 値
ろ過・

冷　凍

１６．００１６．９１１６．０４１５．８５平 均 値
ろ過・

冷　凍
０．４８０．４６０．１４０．１８標準偏差　１．８４　１．０４　０．５６　０．７４標準偏差

６．６９６．６７１．９６２．５７CV（�）１１．５２　６．１４　３．４６　４．６９CV（�）

８．４３７．６２７．１９６．８７平 均 値
抽出・

冷　蔵

１６．７３１６．７５１６．６３１６．８０平 均 値
抽出・

冷　蔵
０．４１０．４４０．２２０．２９標準偏差　１．３４　０．９６　０．６０　１．０７標準偏差

４．８２５．７４３．００４．１９CV（�）　８．０３　５．７５　３．６４　６．３６CV（�）

７．２７６．８７６．４７６．４３平 均 値
抽出・

冷　凍

１６．８９１７．４５１６．８８１７．８４平 均 値
抽出・

冷　凍
０．３７０．２８０．０７０．２３標準偏差　１．５１　１．２８　０．５２　１．０３標準偏差

５．１０４．０３１．１２３．５１CV（�）　８．９４　７．３２　３．０５　５．７６CV（�）

��������	
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１６日 目９ 日 目４ 日 目３ 日 目２ 日 目当　　日試験区分項　目

１０．４８平 均 値
ろ過・抽出・

測　　　定

Chl-a

　０．６７標準偏差

　６．３７CV（�）

７．２０９．１５９．４９９．１１９．５５平 均 値

抽出・冷蔵 ０．３４０．０６０．２００．４３０．３６標準偏差

４．６８０．６６２．０９４．７５３．７５CV（�）

９．５６１０．８０１０．５７１０．０５９．９８平 均 値

抽出・冷凍 ０．２００．１６０．８２０．１８０．３０標準偏差

２．０５１．４６７．７３１．８２３．０４CV（�）
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　図３－１に示すとおり，ろ過のみで保存した場合，抽

出まで行ったものに比べ測定値が低くなる傾向がみられ

た。逆に，同様に蛍光をもつものの活性は示さないクロ

ロフィルａの分解物であるフェオフィチンａが高くなっ

ている。これは，フィルターの乾燥により色素が抽出さ

れにくくなること，あるいは空気中の二酸化炭素とフィ

ルターに残っている水分によって微酸性になりクロロ

フィルからマグネシウムが離脱してフェオ色素に変化し

た可能性などが考えられる。

������������	
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　クロロフィルａの測定値は，同じ前処理であれば冷凍

保存のほうが冷蔵保存より安定して高い値を示した。一

方，フェオフィチンａはその逆の傾向にあり，保存する

場合の温度条件としては冷凍（－２０℃）が相応しいもの

と考えられる。
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　図４に示すとおり，今回の実験においては，採水当日

の測定値に対し，抽出後に冷凍保存した場合では９日目

までほぼ同じ値を示している。一方，抽出後に冷蔵保存

した場合では低い値で推移している。

　緑藻類等の寒天質を持つものの一部にアセトン抽出だ

けではクロロフィルが抽出されにくいとの報告もあり４），

そのような場合には冷凍保存しながら適当な静置時間を

とることによって抽出効率を確保することができるもの

と考えられる。ただし，静置時間は最小限に止める必要

があるものと考えられる。

���������

　今回の結果から，クロロフィルのルーチン分析におい

て，やむを得ない事由によりすぐに測定が行えない場合

には，抽出まで行った後，試料を一時遮光冷凍保存する

ことで対応できることが示唆された。

　今後は，蛍光光度法を用いてクロロフィルａを測定す

る際にクロロフィルｂなどの存在によって妨害されると

の報告もあるため２）５），現在の測定方法による試料中の

藻類組成との関係，より影響を受けにくい条件の検討等

を行う必要がある。

� � � �

１）例えば，半田暢彦・金成誠一・井内美郎・沖野外輝

夫著：湖沼調査法，ｐ１４６，古今書院（１９８７）

２）日本水道協会：上水試験方法・解説（１９９３）

３）温井信聡：クロロフィルの分析方法の検討，水道協

会雑誌，第７１巻，第５号，ｐ２７，（２００２）

４）日本水道協会：上水試験方法（１９７８）

５）建設省技術管理業務連絡会水質部会：河川水質試験

方法（案），技法堂出版（１９９７）
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　平成９年にGLPが導入され食品衛生法に基づく収去検

査は検査実施標準作業書（SOP）により行うことになった。

食品添加物の使用基準に係るSOPは，「食品中の食品添加

物分析法」1）の食品添加物分析法各条と同じ内容で承認

されていたが，各種食品について分析精度を順次確認し，

精度不良の場合は検査法を検討しSOP改訂（案）を作成

した。この作業は平成１０年より宮城県環境衛生技術職員

研修会部門別業務検討研修会（試験検査部会）で実施し

てきたものである。発色剤（亜硝酸根NO２），保存料（ソ

ルビン酸SOA・安息香酸BA・パラオキシ安息香酸エステ

ル類PHBA－Es）及び酸化防止剤（ブチルヒドロキシア

ニソールBHA・ジブチルヒドロキシトルエンBHT・ノル

ジヒドログアヤレチック酸NDGA・没食子酸プロピル

PG・tert－ブチルヒドロキノンTBHQ）について今回取り

まとめ報告する。
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　HPLC用試薬以外は試薬特級を使用した。

　HPLC：日立D７０００シリーズ，PDA検出器

　　　　　Waters６００，UV/VIS検出器，

　　　　　Waters ８０５ Data Station

　GC：HP６８９０ FID

　分光光度計：島津UV２６０
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　上記の各食品添加物について，使用基準の１／２相当

量（但し，すじこ・たらこへのNO２添加量は使用基準相

当量）を各種食品に添加し，添加回収率及び併行精度を

測定した。分析法はSOPによった。HPLC及びGC条件を

図３及び図４に示した。
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　各種食品についてNO２添加回収率及び併行精度を表１

に示した。概ね良好であったが，Ａロースハムは試検液

が白濁し測定不能であった。

－160－
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Precision of Analytical Method of Food Additives in Foods

加藤　玲子　　助野　典義＊１　

Reiko KATO，Noriyoshi SUKENO

キーワード：食品添加物，分析精度，検査実施標準作業書

Key Words：Food Additives，Precision，Standard Operating Procedure

　食品添加物の使用基準に係る収去検査の検査法の分析精度を確認し，精度不良の場合は検査法を検討し検査実施標

準作業書改訂（案）を作成した。

＊１　宮城県環境事業公社

添加回収率（�）NO２（�/�）

　９１．５±１．５　０．０±０．０１い く ら

　８６．２±７．１　０．８±０．２２す じ こ Ａ

　９９．１±３．２　１．１±０．２３す じ こ Ｂ

　７８．７±１．６　１．２±０．０６た ら こ Ａ

　７４．１±３．１　０．６±０．０３た ら こ Ｂ

　９５．６±０．４１２　±０．３４ソーセージ

１０２　±３．８　８　±０．２７サ ラ ミ

　９３．３±１０　６　±０．１７ジャーキー

－１）ハムＡ，Ｂ，Ｃ
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１）試料液が白濁，測定不能
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　分析法を検討したところ以下が明らかになった。�試

験液が白濁する試料については，白濁した試験液に酢酸

亜鉛液を加えpHを７～８に調整すると澄明な試験液が

得られる。�ビーフジャーキー等蛋白質含有率の高い食

品は，除蛋白剤添加量を多くするもしくは試料採取量を

少なくするとNO２測定値が高くなる。（図１）又，ホモジ

ネイトの前に０．５N NaOH全量を加えるとNO２測定値が

高くなる。�食品により適切なホモジネイト時間を設定

する必要がある。�発色試薬２種をすばやく加えた後混

和すると発色妨害が阻止される。これらを踏まえSOP改

訂（案）（図２）を作成した。下線の部分が改訂箇所で

ある。
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  各種食品についてSOAの添加回収率は９２～９８�，併行

精度も変動係数が３�程度と良好な結果が得られた。

　BAの添加回収率は醤油が７８�，清涼飲料水が１００�で

あった。

　醤油のPHBA－Esの添加回収率及び併行精度を表２に

示した。PHBAメチルエステル（指定外）及びPHBAエチ

ルエステルの回収率が低かった。

���������������	���

　醤油のPHBA－Es分析の精製法として固相抽出

（SepPakPlusC１８）を用いた場合の添加回収率及び併行精

度を表２に示した。水蒸気蒸留法と同等以上の分析精度

が得られた。又，GCはHPLCとほぼ同等の感度が得られた。
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　BHA・BHT・NDGA・PG・TBHQ（指定外）の食品に

対する添加回収率及び併行精度を表３に示した。回収率

は５５～７３�と低く，前処理法の検討が必要であると思わ

れた。

� � � �

１）「第２版　食品中の食品添加物分析法　２０００」（社）日

本食品衛生協会
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添加回収率（％）
保存料名

固相抽出法水蒸気蒸留法
９９．５±２．７３７．５±２．５PHBA－Me
９９．８±２．６７６．１±３．２PHBA－Et
１０２．１±１．７９７．２±１．２PHBA－isPro
９９．６±２．０９１．６±２．４PHBA－Pro
１００．３±１．７９８．３±１．４PHBA－isoBu
１００．２±１．６９６．３±１．５PHBA－Bu
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添加回収率
（�）

添　加　量
（�/�相当量）食　　品酸　　化

防 止 剤

７２．４±０．８０．１０煮 干BHA

７３．６±０．４０．１０煮 干BHT

５５．３±３．５０．０５バ タ ーNDGA

５７．３±３．６０．０５バ タ ーPG

５８．９±３．５０．１０クッキーTBHQ

��������	
�

��������	



��� � � �

　平成１３年度本県において第５１回国民体育大会新世紀み

やぎ国体，第１回全国障害者スポーツ大会が開催された。

そこで環境生活部部門別業務検討研修会で食品衛生部会

との共同調査事業として，平成１３年４月から７月に弁当

のおかずの虐待試験（３０℃の恒温器中で４時間放置前後

の細菌数の測定）を行った。

　その結果，虐待後特に未加熱食品で５３件中１６件に予想

外の細菌数減少が見られた（表１）。

　このことは沖縄県で行った調査１）でも報告がないため，

その原因を次のとおり想定し�，�について追加試験を

行った。 

�　虐待中恒温器内での乾燥

�　調理またはその後の取扱い（洗浄方法，経過時間，

温度の変動等）の差異

��� � � �

　実施期間：平成１３年１１月

　試 験 品：

　　古川支所検査室内で調製した生野菜（キャベツ）に

ついて千切り後，以下の条件で前処理し試験品とした。

　�　洗わない

　�　流水洗い３０秒

　�　５％酢洗い５秒後，流水洗い３０秒

　�　１２０�/L次亜塩素酸ナトリウム洗い５秒後，流水洗

い３０秒

　方　　法：

　　�　 恒温器内での乾燥の影響

　　　　上記�の試験品を２５�ずつ採取し，滅菌ポリ袋

に入れ，３０℃の恒温器中で４時間放置する前と後

の重量の測定と細菌数の測定を行った。

　　�　洗浄方法違いによる影響

　　　　虐待前に，上記�～�の条件で前処理した試験

品を２５�ずつ採取し，滅菌ポリ袋に入れ，細菌数

の測定を行った。更に試験品の残りから５０�を採

取し，滅菌ポリ袋に入れ，３０℃の恒温器中で４時

間放置して虐待した後に，２５�ずつ採取し虐待前

と同様に実施した。尚，細菌数の測定は検体を適

宜希釈後，標準寒天培地で混釈培養した。（３５±

１℃，４８±２時間）
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�　恒温器内での乾燥の影響についての結果を表２に示

す。

　　虐待前後の重量の減少は平均０．１６�であり，虐待後

の細菌数の減少も見られず，乾燥の影響はほとんど見

られないと考えられた。

�　洗浄方法の違いによる影響についての結果を図１，

図２に示す。

　　図１は流水洗いの試験品を１００とし，洗浄方法による

細菌数を比較したものである。

　　図２は虐待前後の細菌数の増減を示したものであ

る。 

　　洗浄方法の違いによる細菌数の減少は，次亜塩素酸

ナトリウムによる洗浄が予想通りの効果を示した。 虐

待前後の細菌数の増加は４回行ったすべてにおいて，

細菌数の減少は見られなかった。 

－162－
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Durability Extreme Conditions Testing on Lunch Boxes in Miyagi National Constitution

後藤　つね子　　日野　久美子　　氏家　雪乃　
小林　妙子　　　　　　　　　　　　　　　　　

Tsuneko GOTO，Kumiko HINO，Yukino UJIIE
Taeko KOBAYASHI　　　　　　　　　　　  

キーワード：虐待試験，弁当

Key Words：Durability Extreme Conditions Test，Lunch Box
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　洗浄方法により虐待前の細菌数は大きく異なるものの

虐待後はいずれも細菌数は増加した。

　従って，細菌数が減少した原因について絞り込むこと

はできなかった。生野菜以外の食品についても減少して

いるものが見られたため，上記以外の可能性も含め今後

更に検討を重ねたい。 

� � � �

１）沖縄県南部保健所：弁当の虐待試験について，食品

衛生研究，Vol.５１，No７（２００１）
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（細菌数３００個以上の件数）

増加件数（�）減少件数（�）件　数品　　名

　７（５８）　５（４２）１２和え物未
加
熱
食
品

　８（５３）　７（４７）１５サラダ

２２（８５）　４（１５）２６生野菜

　６（４３）　８（５７）１４揚げ物加
熱
食
品

１０（７１）　４（２９）１４煮　物

　４（８０）　１（２０）　５焼き物

５７（６６）２９（３４）計８６件

��������	
�	�


細菌数の変化（個／�）虐待における重量変化（�）サンプル
№ 後前後前

１７０，０００　４１，０００２４．９１２５．０１１

１３０，０００　６４，０００２４．９３２５．０５２

２５０，０００１００，０００２４．８２２５．１２３

１００，０００　５６，０００２４．８８２５．０３４

２６０，０００　５５，０００２４．９４２５．０９５

１８２，０００　６３，２００２４．９０２５．０６平　均

��������	
��
������ ��������	
���



	95479
	95480
	95481
	207076
	207086
	207094
	207095
	207096
	207152
	207153
	207154
	207155
	207156
	207158
	207163
	207164
	207166
	207169
	207171
	207172
	207173
	207174
	207175
	207177
	207721
	207722
	207724
	207729
	207736
	207737
	207738
	207755
	207756
	207757
	207758
	207760
	207761
	207762
	207763
	207764
	95482
	95483

